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第一部【企業情報】 

  

第１【企業の概況】 

  

１【主要な経営指標等の推移】 

(1）連結経営指標等 

 （注）１．第30期連結会計年度より連結財務諸表を作成しているため、それ以前については記載しておりません。 

２．売上高には消費税等は含まれておりません。 

３．第30期の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、１株当たり当期純損失が計上されており、また、潜在

株式が存在しないため記載しておりません。 

第31期以降の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 （千円） － 9,096,081 9,073,425 9,267,396 9,905,887

経常利益 （千円） － 301,977 242,610 413,832 543,597

当期純利益 
（△損失） 

（千円） － △111,818 63,994 193,479 280,184

純資産額 （千円） － 7,184,997 7,056,109 7,164,217 7,281,708

総資産額 （千円） － 10,435,366 10,226,125 11,210,651 11,378,808

１株当たり純資産額 （円） － 364.64 366.65 372.57 380.70

１株当たり当期純利
益（△損失） 

（円） － △6.05 2.78 9.68 14.08

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益 

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） － 68.9 69.0 63.9 64.0

自己資本利益率 （％） － △1.6 0.9 2.7 3.8

株価収益率 （倍） － － 87.77 36.16 26.42

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（千円） － 328,062 151,627 68,327 △115,799

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（千円） － △131,964 350,509 △132,091 △675,768

財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（千円） － △112,915 △192,826 △300,567 △134,025

現金及び現金同等物
の期末残高 

（千円） － 3,514,893 3,819,037 3,459,809 2,587,577

従業員数 
［外、平均臨時雇用
者数］ 

（人） 
－ 
［－］

174
［37］

176
［32］

167 
［27］

174
［35］



(2)提出会社の経営指標等 

 （注）１．売上高には消費税等は含まれておりません。 

２．潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、第29期は潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

第30期については当期純損失が計上されており、また、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

第31期以降の潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額については、潜在株式が存在しないため記載しておりません。 

３．第30期から、１株当たり純資産額、１株当たり当期純利益金額及び潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額の算定に

当たっては、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号）及び「１株当たり当期純利益に関す

る会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号）を適用しております。 

  

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月

売上高 （千円） 10,666,195 9,096,300 9,026,289 9,153,632 9,621,727

経常利益 （千円） 449,259 348,119 227,851 420,561 527,826

当期純利益 
（△損失） 

（千円） 148,396 △80,743 58,926 197,929 273,046

持分法を適用した場
合の投資利益 

（千円） － － － － －

資本金 （千円） 5,008,349 5,008,349 5,008,349 5,008,349 5,008,349

発行済株式総数 （千株） 19,730 19,730 19,730 19,730 19,730

純資産額 （千円） 7,317,263 7,217,295 7,087,880 7,202,707 7,312,390

総資産額 （千円） 10,782,551 10,455,009 10,240,310 11,236,447 11,358,305

１株当たり純資産額 （円） 370.85 366.28 368.31 374.57 382.30

１株当たり配当額 
（内１株当たり中間
配当額） 

（円） 
  
（円) 

4 
（－）

4
（－）

4
（－）

5 
（－）

6
（－）

１株当たり当期純利
益（△損失） 

（円） 7.52 △4.47 2.52 9.91 13.71

潜在株式調整後１株
当たり当期純利益 

（円） － － － － －

自己資本比率 （％） 67.9 69.0 69.2 64.1 64.4

自己資本利益率 
（△損失） 

（％） 2.0 △1.1 0.8 2.8 3.7

株価収益率 （倍） 33.91 － 96.83 35.32 27.13

配当性向 （％） 53.2 － 130.5 48.5 42.0

営業活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（千円） 2,154,734 － － － －

投資活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（千円） △204,252 － － － －

財務活動によるキャ
ッシュ・フロー 

（千円） △118,416 － － － －

現金及び現金同等物
の期末残高 

（千円） 3,451,888 － － － －

従業員数［外、平均
臨時雇用者数］ 

（人） 
180 
［46］

172
［37］

174
［32］

165 
［27］

167
［24］



２【沿革】 

  

年月 沿     革

昭和48年９月 ㈱ワイ・イー・データを設立し、本社を東京都豊島区北大塚に置く 

９月 ＦＤＤを輸入・発売 

昭和49年12月 ラインプリンタを輸入・発売 

昭和50年１月 国産初のＦＤＤを開発・発売 

昭和53年９月 ラインプリンタを開発・発売 

昭和56年６月 本社を東京都豊島区東池袋に移転 

昭和60年12月 東京証券取引所市場第２部に株式上場 

昭和61年６月 安川物流㈱と合弁で㈱ワイ・ディー物流（事業内容：自動車運送取扱、梱包、倉庫管理等物流

サービス）を設立 

昭和62年６月 子会社㈱ワイ・ディー・カストマサービス（事業内容：情報関連製品の修理・出力サービス）

を設立 

昭和63年３月 新光工場を埼玉県入間市に開設 

平成２年６月 子会社㈱東北ワイ・イー・データを岩手県岩手郡玉山村に設立 

平成５年６月 本店を埼玉県入間市に移転 

平成６年６月 ㈱ワイ・ディー物流の社名を㈱ワイエル・フィールドサービスに変更 

平成７年３月 米国安川電機㈱と共同出資によりワイ・イー・データ・カンパニーを米国イリノイ州ガーニイ

ーに設立 

４月 データ復旧サービス事業を開始 

平成９年４月 液晶関連レーザマーキングシステム・二次元コード自動認識装置を発売 

平成10年３月 本社・工場の土地及び建物の一部を親会社の㈱安川電機に売却 

４月 ＵＳＢインターフェース外付けＦＤＤユニットを発売 

平成11年９月 欧州支店を設置 

平成12年５月 マルチカードリーダを発売 

    12月 台湾支店を設置 

平成13年３月 子会社㈱東北ワイ・イー・データを解散 

平成14年７月 米国安川電機㈱から株式を取得し、ワイ・イー・データ・カンパニーを100％子会社化 

    10月 上海事務所を開設 

平成16年６月 エンコーダ（サーボモータ用位置検出器）を発売 

    ８月 新光第２工場を建設 

    12月 欧州支店を閉鎖 

平成17年７月 コンピュータ・フォレンジクスサービス事業を開始 

平成17年10月 フォトキオスクカードリーダを発売 

平成18年３月 子会社唯一奉思工程服務股份有限公司（事業内容：台湾でのレーザマーキングシステムのサー

ビス）を設立 



３【事業の内容】 

 当社グループ（当社及び当社の関係会社）は、株式会社ワイ・イー・データ（当社）、子会社３社、関連会社１社と当社の親

会社㈱安川電機により構成されており、事業は、情報関連製品・サービス事業（マルチメディア機器、マーキングシステム、

データ復旧サービス、その他）を展開しております。 

 事業内容と当社及び関係会社の当該事業にかかる位置付けは、つぎのとおりです。 

  

以上の当社グループ（当社および当社の関係会社）について図示するとつぎのとおりです。 

  

 

 （注） 無印：子会社、※：関連会社 

  

  

区分 主要製品 主要な会社 

情報関連製品・サービス
事業 

マルチカードリーダ 
フォトキオスクカードリーダ 
ＦＤＤ 
エレクトロニック・デザインサービス 
液晶パネル用ナンバリング装置 
液晶パネル用周辺露光装置 
二次元コード用読取装置 
データ復旧サービス 
データ復旧関連ソフトウェア 
コンピュータ・フォレンジクスサービス 
エンコーダ 
情報関連製品の修理・出力サービス 

当社
ワイ・イー・データ・カンパニー 
㈱ワイ・ディー・カストマサービス 
唯一奉思工程服務股份有限公司 

その他 当社製品の運送 ㈱ワイエル・フィールドサービス 



４【関係会社の状況】 

(1）親会社 

 （注）１．有価証券報告書を提出しております。 

２．議決権の所有割合の（ ）内は、間接割合で内数です。 

  

(2）連結子会社 

  

  

名称 住所 
資本金 
（千円） 

主要な事業内容
議決権の被所有割
合（％） 

関係内容 

㈱安川電機 
北九州市八幡西
区 

15,858,696 

電気機械器具の製
造及び販売、建設
工事の請負その他
の付帯工事 

60.8
（1.2）

当社製品の販売、
部品の仕入先 

名称 住所 資本金 主要な事業内容
議決権の所有割合

（％） 
関係内容 

ワイ・イー・デー
タ・カンパニー 

米国イリノイ州 100千米ドル
北米における電気
機械器具の販売 

100
当社製品の販売等
を行っています。 

㈱ワイ・ディー・ 
カストマサービス 

埼玉県入間市 90百万円 
情報関連製品の修
理、出力サービス
の提供 

100
当社製品の修理を
委託しています。 



５【従業員の状況】 

(1）連結会社の状況 

 事業の種類別セグメント情報を開示しておりませんので、事業部門等に関連付けて記載しております。 

 （注） 従業員数は就業人員であり、臨時雇用者（パートタイマ）数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

  

(2)提出会社の状況 

 （注）１．従業員数は就業人員であり、臨時雇用者（パートタイマ）数は、年間の平均人員を（ ）外数で記載しております。 

２．平均年間給与は、税込支給金額であり、基準外賃金、賞与およびその他の臨時給与を含んでおります。 

  

(3）労働組合の状況 

 当社労働組合は、昭和63年７月15日付をもって安川電機労働組合から分離独立し、ワイ・イー・データ労働組合として単一

組合を結成しました。 

 平成18年３月20日現在の当社の組合員数は122名で、嘱託及びパートタイマの労働組合は結成されておりません。 

  

  

  平成18年３月20日現在

事業部門等の名称 従業員数（人）

情報関連製品・サービス事業   174(35) 

合計   174(35) 

    平成18年３月20日現在

従業員数（人） 平均年令（才） 平均勤続年数（年） 平均年間給与（円） 

167(24) 43.9 21.0 7,251,893 



第２【事業の状況】 

１【業績等の概要】 

(1)業績 

 当連結会計年度の世界経済は、原油価格高騰、自然災害の多発などの懸念材料はあったものの総じて堅調に推移しました。ま

た、わが国経済も企業収益性の改善により、設備投資や個人消費が増加し、緩やかな景気回復が続きました。 

 このような経営環境のなかで、当社グループは平成17年度から新中期経営計画「イノベーションＩ－１５０」（05-07年度）を

スタートさせ、ＦＤＤ市場の縮小に対応した新コア事業の育成を図った結果、データ復旧サービス事業の売上が大幅に増加し、

マルチメディア事業も５期ぶりに拡大基調に転じるなど、目に見える成果を達成することができました。 

 この結果、売上高が99億５百万円（前期比6.9％増）と１００億円の大台に迫ることができ、外形標準課税や新規事業開発のた

めの経費負担増があったものの経常利益は５億43百万円（前期比31.4％増）、当期純利益は２億80百万円（前期比44.8%増）と大

幅増益となりました。 

部門別の営業の状況は、つぎのとおりです。 

［マルチメディア事業］ 

 ＦＤＤは市場の縮小により売上が引き続き減少しましたが、次世代のカード規格に対応したエクスプレスカードリーダやフォ

トキオスクカードリーダなどの新製品の投入および大手ＰＣメーカからのシリコンメディア製品の新規採用の結果、当部門の売

上高は54億円（前期比8.1％増）となりました。 

［マーキングシステム事業］ 

 レーザマーキングシステムにつきましては、液晶装置の大型化に対応して新光第２工場を増設するとともに、台湾でのサービ

ス体制強化のため、サービス会社を平成18年３月に設立するなどＣＳ（顧客満足度）の充実に努めました。その結果、下半期に

は過去最高の半期売上高を達成したものの、上半期における客先計画延伸による落ち込みを完全には挽回するに至らず、当部門

の売上高は31億20百万円（前期比8.1％減）となりました。 

［データ復旧サービス事業］ 

 データ復旧サービスにつきましては、ブランド・知名度向上活動を実施したほか、引き続きサービスパートナーの獲得に努め

ました。また、データ復旧関連ソフトウェアの新バージョンを新たに売り出したほか、最近の監査・情報漏洩・裁判係争におけ

る情報検索サービスのニーズの高まりに対応して、コンピュータ・フォレンジクスサービスを開始しました。 

 これらの結果、当部門の売上高は前期より大幅増の8億70百万円（前期比41.7％増）となりました。 

  ［その他］ 

 ㈱安川電機殿向けのエンコーダの売上が増加したほか、情報関連製品の修理・出力サービスを事業内容とする㈱ワイ・

ディー・カストマサービスが連結子会社に加わった結果、当部門の売上高は5億14百万円（前期比94.3％増）となりました。 

（注）当期から、部門区分のうち、その他をデータ復旧サービス事業とその他の２区分に変更しております。 

  

(2)キャッシュ・フロー 

   当連結会計年度における現金及び現金同等物の当期末残高は、前期末より９億２６百万円減少し２５億８７百万円となりまし

た。 

 なお、連結子会社を追加したことに伴い期首の現金及び現金同等物の残高が５３百万円増加しております。 

   当連結会計年度における各キャッシュ・フローは、つぎのとおりです。 

  （営業活動によって得られたキャッシュ・フロー） 

   営業活動によるキャッシュ・フローは、税金等調整前当期純利益を４億８１百万円計上したものの、マルチメディア事業での

販売量増加および新製品の立上に伴う一時的な製品在庫の増加、次期販売のレーザマーキングシステムの仕掛品増加等によるた

な卸資産の増加と仕入債務の支払が売上債権の回収に先行して行われたこと等により１億１５百万円の減少となりました。 

  （投資活動によって得られたキャッシュ・フロー） 

   投資活動によるキャッシュ・フローは、資金運用を目的とした投資有価証券の購入、事業拡大のための新光第２工場増設等の

固定資産取得およびサービス子会社の設立等により６億７５百万円の減少となりました。 

  （財務活動に使用されたキャッシュ・フロー） 

   財務活動に使用されたキャッシュ・フローは１億３４百万円で、配当金の支払および自己株式の取得によるものです。 

  

２【生産、受注及び販売の状況】 

(1)生産実績 

 当連結会計年度の生産実績を部門別に示すとつぎのとおりです。 

当連結会計年度



 （注）１．金額は販売価格によっております。 

２．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

(2）受注実績 

 見込生産を行っているため、該当事項はありません。 

  

(3）販売実績 

 販売実績を部門別に示すとつぎのとおりです。 

 （注）１．上記の金額には、消費税等は含まれておりません。 

２．最近２連結会計年度の主な相手先別の販売実績及び当該販売実績の総販売実績に対する割合はつぎのとおりです。 

 （注） 上記金額には、消費税等は含まれておりません。 

  

部門 
（自 平成17年３月21日
至 平成18年３月20日） 

前年同期比（％） 

マルチメディア機器（千円） 4,554,423 102.0

マーキングシステム（千円） 2,863,546 90.5

データ復旧サービス（千円） － －

その他（千円） 343,906 118.4

合計（千円） 7,761,877 98.0

部門 
当連結会計年度

（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

前年同期比（％） 

マルチメディア機器（千円） 5,400,462 108.1 

マーキングシステム（千円） 3,120,676 91.9 

データ復旧サービス（千円） 870,000 141.7 

その他（千円） 514,747 194.3 

合計（千円） 9,905,887 106.9 

相手先 

前連結会計年度（自 平成16年３月21日
至 平成17年３月20日）

当連結会計年度（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日）

金額（千円） 割合（％） 金額（千円） 割合（％） 

東レエンジニアリング㈱ 1,392,608 15.0 1,791,518 18.1 



３【対処すべき課題】 

 今後の経営環境につきましては、世界経済の安定的な成長が見込まれる中、経済のグローバル化がすすみ、市場ニーズの変化

と価格競争が一段と激しさをましています。 

 こうしたなかで、当社グループでは「Ｉ－１５０中期経営計画」を達成できる経営基盤を平成18年度中に構築するとともに、

新機軸商品・新事業を梃子に成長軌道にのせてまいります。 

 まず、マルチメディア事業につきましては、シリコンメディア製品でワイヤレスＵＳＢに対応した新製品を投入するととも

に、ＣＳ向上活動強化により新規顧客の開拓を図ります。また、エレクトロニック・デザインサービス（ＥＤＳ）の分野では当

社グループがこれまで培ってきた技術をもとにシステム組込みボードを始めとするマルチメディア製品の開発・生産ソリュー

ションを提供してまいります。 

 マーキングシステム部門では、液晶装置の一層の大型化が予想され、市場ニーズを先取りした技術開発を進めるとともに、台

湾に設立したサービス会社の即戦力化などにより事業の拡大を図ります。 

 データ復旧サービス事業につきましては、積極投資によりブランド・知名度向上活動の一層の強化やサービスパートナーの獲

得と関係強化を図ります。また、サービスの質の向上や顧客のワンストップ対応でのＣＳ向上を図ります。 

 さらに、新事業のミラモーション事業（マーキングシステムで培った技術を利用したコンポーネントの販売）およびフォトキ

オスク端末事業（セルフサービスによるフォトプリントサービス用端末機器の販売）で確実な事業成果を目指します。 

なお、経営基盤強化のひとつとして、法令遵守、リスク管理等の内部統制システムの構築に向けて取り組んでまいります。 

４【事業等のリスク】 

 有価証券報告書に記載した事業の状況、経理の状況等に関する事項のうち、投資者の判断に重要な影響を及ぼす可能性のある

事項には、以下のようなものがあります。 

 なお、文中の将来に関する事項は、当連結会計年度末において当社グループが判断したものです。 

（経済動向） 

 当社グループ製品の売上高は、当社グループ製品の販売先である日本国内およびアメリカ、アジア（特に中国、台湾）の経済

状況および主要需要先である情報関連製品・サービス業界（マルチメディア機器、マーキングシステム等）の需要動向の影響を

受け、当社グループの業績および財務状況に影響を及ぼす可能性があります。 

（海外生産のカントリーリスク） 

 当社の主要製品であるマルチメディア機器、エンコーダは、中国で生産しており、中国での①法律または税制の変更、②政治

または経済要因、③為替政策および輸出入に関する法規制等の変更、④その他の社会的混乱等のリスクが常に内在しています。

これらの事象が起きれば、当社グループの業績および財務状況に影響を与える可能性があります。 

（為替相場の変動） 

 当社グループは、米ドルの現地通貨建ての製品輸出および海外の委託先での生産製品・原材料等の輸入を行っており、為替相

場の変動は、当社グループの業績に影響を与える可能性があります。次期の為替レートは１1５円／米ドルを想定しています。想

定以上の円安は製品コストを増加させ、当社グループの業績および財務状況に影響を与える可能性があります。 

（競争の激化） 

 当社グループの事業分野においては、それぞれの分野で強力な競合相手が存在します。特に価格面での競争激化に直面し、将

来とも優位に競争できるという保証はありません。価格面での激しい競争は、当社グループの業績および財務状況に影響を与え

る可能性があります。 

（品質問題の発生） 

 当社グループは、国内および海外の品質基準によって国内および海外生産拠点での製品の製造を行い、すべての製品につき欠

陥が発生しないように万全の品質保証体制を整えております。しかしながら、すべての製品において、まったく欠陥がなく、製

造物賠償責任が発生しないという保証はありません。 

 製造物製造責任保険に加入していますが、すべてをこの保険でカバーできずに当社グループの業績および財務状況に影響を与

える可能性があります。 

  



５【経営上の重要な契約等】 

 該当事項はありません。 

  

６【研究開発活動】 

 当社グループは情報関連製品・サービス業界の急速な技術革新に対処するため、幅広い研究開発活動を行っております。 

 研究開発部門では、新製品の商品化研究及び改良研究を行っております。 

 当連結会計年度の研究開発活動は、つぎのとおりです。 

 マルチメディア機器部門においては、マルチカードリーダ、フォトキオスクカードリーダ、エレクトロニック・デザインサー

ビスの新製品・サービスの開発に取り組んでおります。 

 マーキングシステム部門では、液晶パネル用ナンバリング装置、液晶パネル用周辺露光装置、二次元コード用読取装置の新製

品の開発に取り組んでいます。 

 データ復旧サービス部門では、データ復旧サービス、コンピュータ・フォレンジクスサービスの強化に取り組んでおります。 

 なお、当連結会計年度における研究開発費の総額は６億82百万円となっております。 

  

７【財政状態及び経営成績の分析】 

   当連結会計年度の財政状態及び経営成績の分析は以下のとおりであります。 

   なお、文中における将来に関する事項は、当連結会計年度末現在において当社グループが判断したものであります。 

(1) 重要な会計方針及び見積り 

   当社グループの連結財務諸表は、わが国において一般に公正妥当と認められる会計基準に基づいて作成されております。その

作成にあたっては会計方針の選択、資産・負債の金額及び報告期間における収益・費用の金額に影響を及ぼす見積りを必要とし

ます。見積りは過去の実績または状況に応じて合理的に判断しておりますが、実際の結果は見積りと異なる場合があります。 

   特に、以下の重要な会計方針が連結財務諸表の作成において使用される判断と見積りに影響を及ぼすと考えております。 

  ① 貸倒引当金の計上基準 

 債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等特定の債権については個別に

回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。また、在外連結子会社は特定の債権について回収不能見込額を計

上しております。 

将来、顧客または貸付先の財務状況・経営状況が悪化し、支払能力が低下した場合には、引当金の追加計上が発生する可能

性があります。 

② 繰延税金資産の評価 

 繰延税金資産の回収可能性を評価するに際して、将来の課税所得を合理的に見積もっております。 

 将来の課税所得の見積りが達成できないと判断し、繰延税金資産の回収可能性の評価を変更した場合、追加の税金費用の計

上が必要となる可能性があります。 

③ 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末における退職給付債務及び年金資産の見込額に基づき計上しておりま

す。 

 退職給付引当金及び退職給付費用は、数理計算上で設定された将来の昇給率、年金資産の期待運用収益率、割引率、脱退率

の前提条件に基づいて算出されております。 

 前提条件が実際の結果と異なる場合、または、前提条件及び年金制度が変更された場合は、退職給付引当金及び退職給付費

用に影響を及ぼします。 

  

 (2) 財政状態の分析 

    当連結会計年度末の総資産は、前連結会計年度末に比べ流動資産が３億61百万円減少し、固定資産が５億29百万円増加した

結果113億78百万円となりました。 

    流動資産は、主にマルチメディア製品の在庫及びレーザマーキングシステムの仕掛品等たな卸資産の増加があったものの、

有形固定資産の購入および資金運用を目的とした投資有価証券の購入等により現金同等物である預け金を使用したため減少と

なっています。 

    有形固定資産は、主に新光第２工場の増設により69百万円増加し、投資有価証券は新規購入等により４億５百万円増加して

います。 

    当連結会計年度末の負債合計は、前連結会計年度末に比べ流動負債の54百万円増加、固定負債の３百万円減少により40億97

百万円となりました。 

    流動負債は、支払手形及び買掛金が支払により１億67百万円減少しましたが、利益増による未払法人税等の１億88百万円積

み増し等により増加しました。 



    固定負債は、退職給付引当金を60百万円積み立てましたが、役員の退職により役員退職慰労引当金を取り崩したため減少と

なりました。 

    資本合計は、主に当期純利益の計上により１億17百万円の増加となりました。 

    キャッシュ・フローの状況につきましては、「第２ 事業の状況 １．業績等の概要（２）キャッシュ・フロー」に記載し

ております。 

  

(3) 経営成績の分析 

 ① 売上高 

    当連結会計年度の売上高は99億５百万円（前期比6.9％増）となりました。 

    部門別の概況につきましては、「第２ １．業績等の概要（１）業績」に記載しております。 

 ② 営業利益 

    営業利益は５億17百万円（前期比27.9％増）となりました。 

    売上高の増加に加え、各部門において材料費及び経費の削減を推進したことによるもので、売上高営業利益率は前期比0.8ポ

イント増の5.2％となりました。 

 ③ 経常利益及び当期純利益 

    営業外損益につきましては、投資有価証券による資金運用利息、為替差益及び販売権実施料の増加等により26百万円の利益

（前期比184.4％増）となりました。 

    上記の結果、経常利益は５億43百万円（前期比31.4％増）となり、売上高経常利益率も1.0ポイント増加し5.5％となりまし

た。 

    特別損益は、特別利益が補償金収入等により23百万円増加の25百万円となりましたが、特別損失として退職給付会計基準変

更時差異52百万円に加えて、たな卸資産処分損及び支店閉鎖費用等33百万円を計上したため62百万円の損失となりました。 

    以上に法人税等を調整した結果、当期純利益は２億80百万円（前期比44.8％増）となりました。 

  



第３【設備の状況】 

  

１【設備投資等の概要】 

 当連結会計年度の設備投資の総額は２億33百万円です。この投資は、製品開発および生産設備の充実を目的としたもので、主

なものはマーキングシステムの大型化に対応した新光第２工場の増設です。 

  

２【主要な設備の状況】 

(1）提出会社 

 （注）１．建物、構築物、土地の一部を賃貸借しております。 

なお、土地の面積については、（ ）で外書で記載しております。 

２．従業員数の（ ）は外書で、臨時雇用者の人数を示しております。 

３．帳簿価格のうち「その他」は、工具器具および備品・建設仮勘定ならびに無形固定資産です。 

  

３【設備の新設、除却等の計画】 

 当社グループの設備投資については、景気予測、業界動向、投資効率等を総合的に勘案して策定しております。 

 なお、当連結会計年度末現在における重要な設備の新設、改修はつぎのとおりです。 

  

  

      平成18年３月20日現在

事業所名 
（所在地） 

設備の内容

帳簿価額

従業員数
（人） 

建物及び構
築物 
（千円） 

機械及び運
搬具 
（千円） 

土地
（千円） 
（面積㎡） 

その他
（千円） 

合計 
（千円） 

本社・工場 
（埼玉県入間市） 
（注）１ 

業務統括 
生産・販売設備 

345,957 38,021
130,094

（32,299.32）
244,020 758,093 

167 
(24) 

 

会社名 
事業所 
（所在地） 

設備の内容 

投資予定金額

資金調達方法

着手及び完了予定年月 

 
総額

（千円）
既支払額
（千円） 

着手 完了 

 

㈱ワイ・イー・
データ 

 本社・工場 
（埼玉県入間市） 

マルチメディア機器 
製造・開発設備の充実 

67,058 － 自己資金 平成18.4 平成19.3

 
マーキングシステム 
製造・開発設備の充実 

57,275 －  〃 〃 〃 

 
データ復旧サービス 
情報関連設備の充実 

84,719 － 〃 〃 〃 

 その他 151,240 －  〃 〃 〃 



第４【提出会社の状況】 

  

１【株式等の状況】 

(1）【株式の総数等】 

①【株式の総数】 

  

②【発行済株式】 

  

(2）【新株予約権等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

(3）【発行済株式総数、資本金等の推移】 

 （注）資本準備金の取崩し 

  

(4）【所有者別状況】 

 （注）１．自己株式629,949株は「個人その他」に629単元及び「単元未満株式の状況」に949株含めて記載しております。 

２．株式会社証券保管振替機構名義の株式は「その他の法人」に3単元含めて記載しております。 

  

種類 会社が発行する株式の総数（株） 

普通株式 36,000,000 

計 36,000,000 

種類 
事業年度末現在発行数 

（株） 
（平成18年３月20日） 

提出日現在発行数
（株） 

（平成18年６月15日） 

上場証券取引所名又は登
録証券業協会名 

内容 

普通株式 19,730,959 19,730,959 東京証券取引所市場第２部    － 

計 19,730,959 19,730,959 － － 

年月日 
発行済株式総
数増減数 
（株） 

発行済株式総
数残高（株） 

資本金増減額
（千円） 

資本金残高
（千円） 

資本準備金増
減額（千円） 

資本準備金残
高（千円） 

平成11年 
６月18日 

－ 19,730,959 － 5,008,349 △4,033,659 522,343

    平成18年３月20日現在

区分 

株式の状況（１単元の株式数1,000株）
単元未満株
式の状況 
（株） 政府及び地

方公共団体 
金融機関 証券会社 

その他の法
人 

外国法人等
個人その他 計 

個人以外 個人

株主数（人） － 6 9 53 9 1 2,443 2,521 － 

所有株式数
（単元） 

－ 362 91 11,765 122 2 7,204 19,546 184,959

所有株式数の
割合（％） 

－ 1.85 0.47 60.19 0.62 0.01 36.86 100.0 － 



(5）【大株主の状況】 

（注）１．当社自己株式629千株は、上記の表より除いております。 

   ２．日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社の所有株式のうち、退職給付信託にかかる株式数は63千株です。 
  

(6）【議決権の状況】 

①【発行済株式】 

 （注）「完全議決権株式（その他）」の欄には、株式会社証券保管振替機構名義の株式が3,000株（議決権の数３個）含まれていま

す。 

  

    平成18年３月20日現在

氏名又は名称 住所
所有株式数
（千株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（％） 

株式会社安川電機 北九州市八幡西区黒崎城石2-1 11,269 57.12 

日本証券金融株式会社 東京都中央区日本橋茅場町1-2-10 190 0.96 

清水  済 東京都板橋区南町49-2 180 0.91 

ワイ・イー・データ従業員持株会 埼玉県入間市新光182 129 0.66 

安川エンジニアリング株式会社 北九州市小倉北区米町1-2-26 101 0.51 

荒川 康秀 静岡県富士市鈴川中町2-27 72 0.37 

名倉 義治 兵庫県神戸市中央区坂口通3-2-16-505 66 0.33 

東京海上日動火災保険株式会社 東京都千代田区丸の内1-2-1 63 0.32 

日本トラスティ・サービス信託銀行
株式会社 

東京都中央区晴海1-8-11 63 0.32 

 吉田 きよ 愛知県春日井市石尾台3-6-1 62 0.31 

計   12,196 61.81 

  平成18年３月20日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容 

無議決権株式 － － － 

議決権制限株式（自己株式等） － － － 

議決権制限株式（その他） － － － 

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式  629,000 －    － 

完全議決権株式（その他） 普通株式 18,917,000 18,917 － 

単元未満株式 普通株式  184,959 － － 

発行済株式総数 19,730,959 － － 

総株主の議決権 － 18,917 － 



②【自己株式等】 

  

(7）【ストックオプション制度の内容】 

 該当事項はありません。 

  

  

    平成18年３月20日現在

所有者の氏名又は
名称 

所有者の住所
自己名義所有株
式数（株） 

他人名義所有株
式数（株） 

所有株式数の合
計（株） 

発行済株式総数に
対する所有株式数
の割合（株） 

株式会社 
ワイ・イー・ 
データ 

埼玉県入間市 
新光182 

629,000 － 629,000 3.19 

計 －     629,000 － 629,000 3.19 



２【自己株式の取得等の状況】 

(1）【定時総会決議又は取締役会決議による自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の取得等の状況】 

【株式の種類】普通株式 

イ【定時総会決議による買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

ロ【子会社からの買受けの状況】 

 該当事項はありません。 

  

ハ【取締役会決議による買受けの状況】 

  

  平成18年6月14日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 
（平成17年8月29日決議） 

40,000 20,000,000 

前決議期間における取得自己株式 36,000 12,060,000 

残存決議株式数及び価額の総額 4,000 7,940,000 

未行使割合（％） 10.00 39.70 

  平成18年6月14日現在

区分 株式数（株） 価額の総額（円） 

取締役会での決議状況 
（平成18年3月13日決議） 

70,000 32,000,000 

前決議期間における取得自己株式 63,000 22,680,000 

残存決議株式数及び価額の総額 7,000 9,320,000 

未行使割合（％） 10.00 29.13 



ニ【取得自己株式の処理状況】 

 該当事項はありません。 

  

ホ【自己株式の保有状況】 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況】 

     該当事項はありません。 

 （注）平成18年６月14日開催の定時株主総会において定款の一部を変更し、「当会社は、会社法第165条第２項の規定によ

り、取締役会の決議によって市場取引等により自己の株式を取得することができる」旨を定款で定めています。 

  

(2）【資本減少、定款の定めによる利益による消却又は償還株式の消却に係る自己株式の買受け等の状況】 

①【前決議期間における自己株式の買受け等の状況】 

 該当事項はありません。 

  

②【当定時株主総会における自己株式取得に係る決議状況等】 

 該当事項はありません。 

  

３【配当政策】 

   株主への利益配分につきましては、業績、財政状況および将来の企業価値の向上に向けた事業投資のための資金需要などを総

合的に勘案したうえ、株主の皆さまへの利益還元を図りたいと考えています。具体的には、連結配当性向を考慮しつつ、安定的

な配当の維持に努める一方、キャッシュ・フローの状況に応じて、自己株式の取得など機動的な株主還元策を併せて講じること

により、総合的な株主還元を行っていきたいと考えています。 

   一方で、当社を取り巻く情報関連製品・サービス業界は今後も成長が見込まれると同時に環境の変化も激しく、当社の競争力

と成長性を中・長期的に維持・強化していくには内部資金の確保も経営上不可欠と考えております。 

   当期は、収益の改善もあり、前期比１円増配して、１株当たり６円の配当を実施することを決定いたしました。 

  平成18年6月14日現在

区分 株式数（株）

保有自己株式数 629,949 



４【株価の推移】 

(1）【最近５年間の事業年度別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第２部におけるものです。 

  

(2）【最近６月間の月別最高・最低株価】 

 （注）最高・最低株価は、東京証券取引所市場第２部におけるものです。 

  

  

回次 第29期 第30期 第31期 第32期 第33期 

決算年月 平成14年３月 平成15年３月 平成16年３月 平成17年３月 平成18年３月 

最高（円） 390 275 273 480 447 

最低（円） 170 136 150 250 305 

月別 平成17年10月 11月 12月 平成18年１月 ２月 ３月 

最高（円） 364 375 407 447 405 388 

最低（円） 338 351 363 370 330 345 



５【役員の状況】 

 （注） 監査役石川 猛、本松 修、山田 竜二の３名は、会社法第２条第16号に定める社外監査役です。 

役名 職名 氏名 生年月日 略歴
所有株式数
（千株） 

取締役社長   濱田 兼幸 昭和24年９月20日生

昭和47年３月 株式会社安川電機製作所（現株

式会社安川電機）入社 

平成14年６月 同社取締役経営企画室長 

平成16年６月 当社常務取締役開発企画部長 

平成17年３月 取締役社長（現任） 

10 

常務取締役 生産本部長 浜田 賢一 昭和26年４月27日生

昭和49年３月 株式会社安川電機製作所（現株

式会社安川電機）入社 

昭和52年３月 当社移籍入社 

平成11年６月 取締役技術部長 

平成18年３月 常務取締役生産本部長（現任） 

３ 

取 締 役 管理本部長 有光 安彦 昭和27年２月９日生

昭和50年３月 株式会社安川電機製作所（現株

式会社安川電機）入社 

平成９年３月 当社移籍入社 

平成15年６月 取締役管理部長 

平成18年３月 取締役管理本部長（現任） 

２ 

取 締 役 
マーキングシス
テム事業部長 

橋本 邦弘 昭和21年12月30日生

昭和46年３月 株式会社安川電機製作所（現株

式会社安川電機）入社 

昭和52年３月 当社移籍入社 

平成14年３月 株式会社ワイ・ディー・カスト

マサービス取締役社長 

平成16年６月 当社取締役マーキングシステム

事業部長（現任） 

９ 

取 締 役 
生産本部副本部
長 

武田 清美 昭和21年10月22日生

昭和45年３月 株式会社安川電機製作所（現株

式会社安川電機）入社 

平成14年２月 同社モーションコントロール事

業部生産統括部東京工場長 

平成17年３月 当社顧問 

平成17年６月 取締役エンコーダ事業部長 

平成18年３月 取締役生産本部副本部長（現

任） 

３ 

常勤監査役   石川 猛 昭和20年６月15日生

昭和44年３月 株式会社安川電機製作所（現株

式会社安川電機）入社 

平成７年３月 シンガポール安川電機株式会社 

       取締役副社長 

平成16年６月 当社常勤監査役（現任） 

１ 

監 査 役   本松 修 昭和33年７月25日生

昭和56年３月 株式会社安川電機製作所（現株

式会社安川電機）入社 

平成13年６月 当社監査役（現任） 

平成15年８月 株式会社安川電機経営企画室長

（現任） 

１ 

監 査 役   山田 竜二 昭和39年11月15日生

昭和62年３月 株式会社安川電機製作所（現株

式会社安川電機）入社 

平成17年８月 株式会社安川電機人事総務部入

間事業所総務課長（現任） 

平成18年６月 当社監査役（現任） 

－ 

                                              計 ２９ 



６【コーポレート・ガバナンスの状況】 

コーポレート・ガバナンスに関する基本的な考え方 

当社は、経営の透明性や内部統制を充実させ、株主重視の公正な経営システムの構築・維持を重要施策と考えております。 

 (1) 会社の機関の内容、内部統制システムおよびリスク管理体制の整備状況 

 会社の機関の基本説明 

当社は、監査役制度採用会社の経営体制を基本とし、経営上の意思決定およびその執行のチェックに関しつぎの経営システ

ムを採っております。 

 会社の機関の内容、内部統制システムおよびリスク管理体制の整備状況 

〔取締役会〕 

取締役の職務執行の監督機構でもある取締役会は、概ね２か月に１回のほか、必要に応じ臨時取締役会を機動的に開催し

ております。なお、付議事項は法令および定款に定められた事項、その他経営に関する重要事項について、取締役会規程で

規定しております。当然に、商法の定めるところに従って監査役全員が出席するものとしております。 

〔監査役会および会計監査人〕 

監査役会は社外監査役３名で構成され、１名が常勤であります。各監査役は監査役会にて審議・承認された年度監査方

針、監査計画に従い、取締役会をはじめコンプライアンス・リスク管理委員会や経営会議への出席、重要書類の閲覧、定期

的な各部門や子会社の調査、代表取締役および取締役に対する業務執行状況等の聴取を通じ、取締役の業務執行の適法性、

内部統制、コンプライアンスおよびリスク管理の状況等の監査を行い、都度、監査役会にて報告が行われております。 

また、会計監査人は、新日本監査法人を選任し、監査契約のもと公正不偏な立場から監査が実施される環境を整備してお

ります。 

なお、監査役監査および会計監査の各役割・機能の実効性をあげるため緊密な連携をとって行っております。 

〔ＩＲ活動〕 

ネガティブ情報を含むＩＲ、情報公開の充実を重要課題として位置づけ、当社の中期経営戦略、事業計画と課題、対策等

重要な会社情報の適正、かつ適時の開示を行います。 

〔内部統制システム及びコンプライアンス活動〕 

内部統制システムについては、平成18年４月26日開催の取締役会で基本方針を定め、今後制度の整備、充実を図ってまい

ります。 

コンプライアンス活動につきましては、コンプライアンス全体を統括する組織として、社長を委員長とする「コンプライ

アンス・リスク管理委員会」を設置しています。 

  

(2) 監査報酬の内容 

公認会計士法第2条第1項に規定する業務に基づく報酬  14,280千円 

上記以外の業務に基づく報酬はありません。 

  

(3) 社外監査役と提出会社の関係 

社外監査役３名は、当社の親会社株式会社安川電機の従業員であります。 

同社は、間接保有を含めて当社の株式を11,506千株（議決権比率60.82％）保有し、当社は、同社からエンコーダ用部品を購入

し、親会社にエンコーダを販売しています。 

なお、同社との取引に関する事項は、連結財務諸表「関連当事者との取引」に関する注記に記載のとおりです。 

  



(4)会計監査の状況
 

 業務を執行した公認会計士の氏名及び所属する監査法人名及び継続監査年数 

(注) 同監査法人はすでに自主的に業務執行社員について、当社の会計監査に一定期間を超えて関与することのないよ

う措置をとっております。 

  

監査業務に係る補助者の構成 

公認会計士 ４名 

会計士補  ９名 

公認会計士の氏名等 所属する監査法人 継続監査年数 

指定社員 

関与社員 
高尾幸治 

新日本監査法人 

18年 

指定社員 

関与社員 
喜多村 教 證 14年 



第５【経理の状況】 

  

１．連結財務諸表及び財務諸表の作成方法について 

(1）当社の連結財務諸表は、「連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和51年大蔵省令第28号。以下「連結

財務諸表規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令

第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の連結財務諸表規則に基づいて作成しております。 

  

(2）当社の財務諸表は、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則」（昭和38年大蔵省令第59号、以下「財務諸表等

規則」という。）に基づいて作成しております。 

 ただし、「財務諸表等の用語、様式及び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成16年１月30日内閣府令

第５号）附則第２項のただし書きにより、改正前の財務諸表等規則に基づいて作成しております。 

  

２．監査証明について 

 当社は、証券取引法第193条の２の規定に基づき、前連結会計年度（平成16年３月21日から平成17年３月20日まで）及び第32期

事業年度（平成16年３月21日から平成17年３月20日まで）の連結財務諸表及び財務諸表並びに当連結会計年度（平成17年３月21

日から平成18年３月20日まで）及び第33期事業年度（平成17年３月21日から平成18年３月20日まで）の連結財務諸表及び財務諸

表について、新日本監査法人により監査を受けております。 

  

  



１【連結財務諸表等】 

(1）【連結財務諸表】 

①【連結貸借対照表】 

  

   
前連結会計年度

（平成17年３月20日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   959,768 1,087,564 

２．預け金 ※１  2,500,040 1,500,013 

３．受取手形及び売掛金 ※２  5,056,277 5,124,293 

４．有価証券   10,020 ― 

５．たな卸資産   702,261 1,127,207 

６．繰延税金資産   79,412 130,912 

７．その他   91,167 67,227 

貸倒引当金   △3,124 △3,198 

流動資産合計   9,395,824 83.8 9,034,019 79.4

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※３   

(1) 建物及び構築物   311,358 345,957 

(2) 機械装置及び運搬具   40,417 38,021 

(3) 土地   130,094 130,094 

(4) その他   181,701 218,887 

有形固定資産合計   663,572 5.9 732,960 6.5

２．無形固定資産    

(1) ソフトウェア   26,839 25,297 

(2) その他   950 1,065 

無形固定資産合計   27,790 0.3 26,363 0.2



   
前連結会計年度

（平成17年３月20日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

３．投資その他の資産    

(1) 投資有価証券 ※４  244,930 650,287 

(2) 繰延税金資産   512,121 545,576 

(3) その他   366,412 389,601 

投資その他の資産合計   1,123,464 10.0 1,585,465 13.9

固定資産合計   1,814,827 16.2 2,344,788 20.6

資産合計   11,210,651 100.0 11,378,808 100.0

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形及び買掛金   2,103,872 1,936,687 

２．未払費用   474,954 499,043 

３．未払法人税等   58,956 247,218 

４．その他 ※５  74,194 83,546 

流動負債合計   2,711,978 24.2 2,766,496 24.3

Ⅱ 固定負債    

１．退職給付引当金   1,228,305 1,289,122 

２．役員退職慰労引当金   106,150 41,480 

固定負債合計   1,334,455 11.9 1,330,602 11.7

負債合計   4,046,433 36.1 4,097,099 36.0

     

（少数株主持分）    

少数株主持分   － － － －



  

  

   
前連結会計年度

（平成17年３月20日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※６  5,008,349 44.7 5,008,349 44.0

Ⅱ 資本剰余金   522,402 4.7 522,402 4.6

Ⅲ 利益剰余金   1,762,440 15.7 1,934,586 17.0

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  1,213 0.0 △20,624 △0.2

Ⅴ 為替換算調整勘定   △8,034 △0.1 △2,870 △0.0

Ⅵ 自己株式 ※７  △122,154 △1.1 △160,134 △1.4

資本合計   7,164,217 63.9 7,281,708 64.0

負債、少数株主持分及び
資本合計 

  11,210,651 100.0 11,378,808 100.0

     



②【連結損益計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   9,267,396 100.0 9,905,887 100.0

Ⅱ 売上原価 ※２  7,551,854 81.5 7,933,032 80.1

売上総利益   1,715,541 18.5 1,972,855 19.9

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※1,2  1,310,978 14.1 1,455,620 14.7

営業利益   404,563 4.4 517,234 5.2

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  606 6,570  

２．受取配当金  2,503 2,546  

３．販売権実施料収入  4,408 8,363  

４．為替差益  2,320 8,875  

５．配当金除斥益  1,474 －  

６．雑収益  2,982 14,296 0.2 721 27,076 0.3

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  443 357  

２．海外営業税  4,210 －  

３．雑損失  373 5,027 0.1 356 713 0.0

経常利益   413,832 4.5 543,597 5.5

Ⅵ 特別利益    

１．補償金収入  － 25,006  

２．貸倒引当金戻入額  1,970 －  

３．その他  － 1,970 0.0 570 25,576 0.3

Ⅶ 特別損失    

１．退職給付会計基準変更
時差異 

 52,201 52,201  

２．たな卸資産処分損  － 23,199  

３．支店閉鎖損  － 10,029  

４．その他  1,060 53,262 0.6 2,346 87,777 0.9

税金等調整前当期純利
益 

  362,540 3.9 481,396 4.9

法人税、住民税及び事
業税 

 58,956 257,465  

過年度法人税、住民税
及び事業税追徴額 

 － 7,022  

法人税等調整額  110,104 169,060 1.8 △63,277 201,211 2.1

当期純利益   193,479 2.1 280,184 2.8

     



③【連結剰余金計算書】 

  

  

   
前連結会計年度

（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

（資本剰余金の部）  

Ⅰ 資本剰余金期首残高  522,343 522,402 

Ⅱ 資本剰余金増加高  

 １．自己株式処分差益  58 58 － － 

Ⅲ 資本剰余金期末残高  522,402 522,402 

   

（利益剰余金の部）  

Ⅰ 利益剰余金期首残高  1,655,237 1,762,440 

Ⅱ 利益剰余金増加高  

１．当期純利益  193,479 193,479 280,184 280,184 

Ⅲ 利益剰余金減少高  

１．配当金  76,875 96,045

２．役員賞与  9,400 7,500

３．連結子会社の増加に伴
う利益剰余金減少高 

 － 86,275 4,494 108,039 

Ⅳ 利益剰余金期末残高  1,762,440 1,934,586 

   



④【連結キャッシュ・フロー計算書】 

    
前連結会計年度

（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 営業活動によるキャッシュ・フロー   

税金等調整前当期純利益   362,540 481,396 

減価償却費   97,462 90,498 

貸倒引当金の減少額   △8,215 △307 

退職給付引当金の増加額   40,412 51,912 

役員退職慰労引当金の増加額
（△減少額） 

  33,750 △64,670 

受取利息及び受取配当金   △3,110 △9,116 

支払利息   443 357 

有形固定資産除却損   352 961 

有形固定資産売却損   － 97 

有価証券償還利息   － △80 

売上債権の増加額   △1,469,564 △33,196 

たな卸資産の増加額   △16,486 △394,193 

仕入債務の増加額（△減少額）   1,040,654 △170,113 

未払費用の増加額（△減少額）   △74,822 25,498 

役員賞与の支払額   △9,400 △7,500 

その他   75,599 △12,640 

小計   69,614 △41,095 

利息及び配当金の受取額   3,110 9,116 

利息の支払額   △597 △357 

法人税等の支払額   △3,800 △83,462 

営業活動によるキャッシュ・フロー   68,327 △115,799 



  

  

  次へ 

    
前連結会計年度

（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

区分 
注記 
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅱ 投資活動によるキャッシュ・フロー   

有価証券の償還による収入   － 10,080 

有形固定資産の取得による支出   △129,750 △132,388 

有形固定資産の売却による収入   － 1,406 

無形固定資産の取得による支出   △2,309 △22,887 

非連結子会社の設立による支出   － △31,944 

投資有価証券の取得による支出   △31 △500,034 

投資活動によるキャッシュ・フロー   △132,091 △675,768 

Ⅲ 財務活動によるキャッシュ・フロー   

短期借入金の返済による支出   △220,000 － 

配当金の支払額   △76,875 △96,045 

自己株式取得による支出   △3,953 △37,979 

自己株式売却による収入   262 － 

財務活動によるキャッシュ・フロー   △300,567 △134,025 

Ⅳ 現金及び現金同等物に係る換算差額   5,103 △446 

Ⅴ 現金及び現金同等物の減少額   △359,227 △926,039 

Ⅵ 現金及び現金同等物の期首残高   3,819,037 3,459,809 

Ⅶ 連結追加に伴う現金及び現金同等物
の増加額 

  － 53,808 

Ⅷ 現金及び現金同等物の期末残高 ※１ 3,459,809 2,587,577 

    



連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項 

  
前連結会計年度

（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

１．連結の範囲に関する事項 (1)連結子会社の数   １社 (1)連結子会社の数   ２社 

  連結子会社の名称 連結子会社の名称 

  ワイ・イー・データ・カンパニー ワイ・イー・データ・カンパニー 

㈱ワイ・ディー・カストマサービ

ス 

上記のうち、㈱ワイ・ディー・

カストマサービスについては、重

要性が増したため、当連結会計年

度より連結の範囲に含めておりま

す。 

  (2)非連結子会社の名称等 (2)非連結子会社の名称等 

  ㈱ワイ・ディー・カストマサービス 唯一奉思工程服務股份有限公司 

  （連結の範囲から除いた理由） （連結の範囲から除いた理由） 

   同社は小規模であり、総資産、売

上高、当期純損益及び利益剰余金等

はいずれも連結財務諸表に重要な影

響を及ぼしていないためでありま

す。 

同社は平成18年３月１日に設立

し、当連結会計年度末において営業

を開始しておらず、また、同社は小

規模であり、総資産は連結財務諸表

に重要な影響を及ぼしていないため

であります。 

２．持分法の適用に関する事

項 

(1）持分法を適用した非連結子会社及び

関連会社はありません。 

(1)      同左 

  (2）持分法を適用しない非連結子会社及

び関連会社の名称等 

(2)持分法を適用しない非連結子会社及

び関連会社の名称等 

   ㈱ワイ・ディー・カストマサービス

及び関連会社㈱ワイエル・フィールド

サービスは、連結当期純損益及び利益

剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、

かつ全体としても重要性がないため、

持分法の適用範囲から除外しておりま

す。 

 これらの会社に対する投資について

は、持分法を適用せず、原価法により

評価しております。 

 唯一奉思工程服務股份有限公司及び

関連会社㈱ワイエル・フィールドサー

ビスは、連結当期純損益及び利益剰余

金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ

全体としても重要性がないため、持分

法の適用範囲から除外しております。 

 これらの会社に対する投資について

は、持分法を適用せず、原価法により

評価しております。 

３．連結子会社の事業年度等

に関する事項 

 連結子会社ワイ・イー・データ・カン

パニーの決算日は、２月末日でありま

す。 

 連結財務諸表の作成にあたっては、同

日現在の財務諸表を採用しております

が、連結決算日との間に生じた重要な取

引については、連結上必要な調整を行っ

ております。 

同左 



  
前連結会計年度

（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

４．会計処理基準に関する事

項 

    

(1)重要な資産の評価基準

及び評価方法 

① 有価証券 ① 有価証券 

その他有価証券 同左 

  時価のあるもの…決算期末日の市

場価格等に基づく時価法（評価差

額は全部資本直入法により処理し

売却原価は移動平均法により算

定） 

  

  時価のないもの…移動平均法によ

る原価法 

  

  ② デリバティブ ② デリバティブ 

  時価法 同左 

  ③ たな卸資産 ③ たな卸資産 

  製品・原材料…先入先出法による原

価法 

同左 

  仕掛品…個別法による原価法   

(2)重要な減価償却資産の

減価償却の方法 

① 有形固定資産 ① 有形固定資産 

 建物（建物附属設備を除く）は定額

法、建物以外は定率法 

同左 

   なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  

  建物及び構築物……… ８～24年   

  機械及び運搬具……  ２～11年   

  ② 無形固定資産 ② 無形固定資産 

   定額法。なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法 

同左 

(3)重要な引当金の計上基

準 

① 貸倒引当金 ① 貸倒引当金 

 債権の貸倒による損失に備えるた

め、一般債権については貸倒実績率に

より、貸倒懸念債権等特定の債権につ

いては個別に回収可能性を勘案し、回

収不能見込額を計上しております。 

 また、在外連結子会社は特定の債権

について回収不能見込額を計上してお

ります。 

同左 



  
前連結会計年度

（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

  ② 退職給付引当金 ② 退職給付引当金 

   従業員の退職給付に備えるため、当

連結会計年度末における退職給付債務

及び年金資産の見込額に基づき計上し

ております。 

 なお、会計基準変更時差異について

は、５年による按分額を費用処理して

おります。 

 退職金規定改定による過去勤務債務

は、発生時における従業員の平均残存

勤務期間（16年）による定額法により

按分した額を費用処理することとして

おります。 

 数理計算上の差異は、各連結会計年

度の発生時における従業員の平均残存

勤務期間（16年）による定額法により

翌連結会計年度から費用処理すること

としております。 

同左 

  ③ 役員退職慰労引当金 ③ 役員退職慰労引当金 

   役員の退職慰労金の支出に備えるた

め、内規に基づく退職慰労金期末要支

給額の100％を計上しております。 

同左 

(4)重要な外貨建の資産又

は負債の本邦通貨への

換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、連結決算日の

直物為替相場により円貨に換算し、換算

差額は損益として処理しております。た

だし、為替予約の振当処理の対象になっ

ている外貨建金銭債権債務については、

当該為替予約相場により円貨に換算して

おります。なお、在外子会社等の資産及

び負債は、決算日の直物為替相場により

円貨に換算し、収益及び費用は期中平均

相場により円貨に換算し、換算差額は資

本の部における為替換算調整勘定に含め 

て計上しております。 

同左 

(5)重要なヘッジ会計の方

法 

① ヘッジ会計の方法 ① ヘッジ会計の方法 

為替変動リスクのヘッジについて振

当処理の要件を充たしている場合には

振当処理によっております。 

同左 

  ② ヘッジ手段とヘッジ対象 ② ヘッジ手段とヘッジ対象 

  当連結会計年度にヘッジ会計を適用

したヘッジ対象とヘッジ手段は以下の

とおりであります。 

 ヘッジ手段---為替予約 

ヘッジ対象---外貨建金銭債権債務 

同左 



  

  
前連結会計年度

（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

  ③ ヘッジ方針 ③ ヘッジ方針 

  主に当社内規に基づき、為替変動リ

スクをヘッジしております。 

同左 

  ④ ヘッジ有効性評価の方法 ④ ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の為替変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計とヘッジ手段

の為替相場変動又はキャッシュ・フ

ロー変動の累計を比較し、その変動

額の比率によって有効性を評価して

おります。 

同左 

(6)その他連結財務諸表作

成のための重要な事項 

① 消費税等の会計処理 ① 消費税等の会計処理 

 税抜方式によって処理しておりま

す。 

同左 

５．連結子会社の資産及び負

債の評価に関する事項 

 連結子会社の資産及び負債の評価につ

いては全面時価評価法を採用しておりま

す。 

同左 

６．連結調整勘定の償却に関

する事項 

 連結調整勘定の償却については、５年

間の均等償却を行っております。ただ

し、金額が僅少の場合は、発生した期の

損益として処理しております。 

同左 

７．利益処分項目等の取扱い

に関する事項 

 連結会計年度中に確定した利益処分に

基づいて作成しております。 

同左 

８．連結キャッシュ・フロー

計算書における資金の範

囲 

 手許現金、随時引き出し可能な預金及

び容易に換金可能であり、かつ、価値の

変動について僅少なリスクしか負わない

取得日から３ヶ月以内に償還期限の到来

する短期投資からなっております。 

同左 



表示方法の変更 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

（連結損益計算書） （連結損益計算書） 

１．前連結会計年度まで営業外収益の「雑収益」に含め

て表示しておりました「配当金除斥益」は、営業外収

益の総額の100分の10を超えたため区分掲記しまし

た。なお、前連結会計年度における「配当金除斥益」

の金額は1,074千円であります。 

  

１．前連結会計年度において区分掲記していた特別利益

の「貸倒引当金戻入額」は、特別利益の総額の100分

の10以下となったため特別利益の「その他」に含めて

表示することとしました。なお、当連結会計年度にお

ける「貸倒引当金戻入額」の金額は570千円でありま

す。 

２．前連結会計年度まで営業外費用の「雑損失」に含め

て表示しておりました「海外営業税」は、営業外費用

の総額の100分の10を超えたため区分掲記しました。

なお、前連結会計年度における「海外営業税」の金額

は389千円であります。 

  

  

３．前連結会計年度において区分掲記していた「固定資

産処分損」は、特別損失の総額の100分の10以下とな

ったため特別損失の「その他」に含めて表示すること

としました。なお、当連結会計年度における「固定資

産処分損」の金額は352千円であります。 

  



注記事項 

（連結貸借対照表関係） 

  

前連結会計年度
（平成17年３月20日） 

当連結会計年度
（平成18年３月20日） 

※１．預け金は、金融機関以外に対する資金の寄託であ

ります。 

※１．       同左 

※２．連結会計年度末日満期手形 ※２．       ────── 

   連結会計年度末日満期手形の会計処理について

は、手形交換日をもって決済処理しております。な

お、当連結会計年度末日が金融機関の休日であった

ため、次の連結会計年度末日満期手形が連結会計年

度末残高に含まれております。 

  

  
受取手形 22,625千円 

※３．有形固定資産の減価償却累計額は、2,677,943千

円であります。 

※３．有形固定資産の減価償却累計額は、2,763,707千

円であります。 

※４．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

※４．非連結子会社及び関連会社に対するものは次のと

おりであります。 

投資有価証券（株式）       96,250千円 投資有価証券（株式）       38,194千円 

※５．未払消費税等は流動負債のその他に含めて表示し

ております。 

※５．       同左 

※６．発行済株式数 ※６．       同左 

発行済株式数 普通株式     19,730,959株   

※７．当社が保有する自己株式の数は、普通株式

521,869株であります。 

※７．当社が保有する自己株式の数は、普通株式 

629,949株であります。 



（連結損益計算書関係） 

  

（連結キャッシュ・フロー計算書関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要なものは次のと

おりであります。 

※１．販売費及び一般管理費のうち主要なものは次のと

おりであります。 
  

減価償却費 7,380千円

退職給付引当金繰入額 59,306千円

役員退職慰労引当金繰入額 37,125千円

役員・従業員給与手当 382,115千円

運賃諸掛 264,107千円

技術提携費 196,640千円

減価償却費 5,771千円

退職給付引当金繰入額 52,683千円

役員退職慰労引当金繰入額 12,830千円

役員・従業員給与手当 427,921千円

運賃諸掛 307,506千円

技術提携費 199,896千円

※２．開発研究費の総額 ※２．開発研究費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

628,283千円 682,574千円 

前連結会計年度
（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目と金額の関係 

※１．現金及び現金同等物の期末残高と連結貸借対照表

に掲記されている科目と金額の関係 

（平成17年３月20日現在） （平成18年３月20日現在） 
    
現金及び預金勘定 959,768千円

預け金勘定 2,500,040千円

計 3,459,809千円

現金及び現金同等物 3,459,809千円

現金及び預金勘定 1,087,564千円

預け金勘定 1,500,013千円

計 2,587,577千円

現金及び現金同等物 2,587,577千円



（有価証券関係） 

有価証券 

１．その他有価証券で時価のあるもの 

  

     ２．前連結会計年度及び当連結会計年度中に売却したその他有価証券 

       該当事項はありません。 

  

３．時価評価されていない有価証券の内容 

  

４．その他有価証券のうち満期があるもの及び満期保有目的の債券の今後の償還予定額 

  

  

  次へ 

  種類 

前連結会計年度（平成17年３月20日） 当連結会計年度（平成18年３月20日） 

取得原価 
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円）
取得原価
（千円） 

連結貸借対照
表計上額 
（千円） 

差額（千円）

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えるもの 

(1）株式 2,400 6,297 3,897 84,455 99,889 15,433

(2) 債券   

① 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ―

② 社債 10,000 10,020 20 ― ― ―

③ その他 ― ― ― ― ― ―

(3)その他 38,766 41,089 2,323 38,800 59,921 21,120

小計 51,166 57,407 6,241 123,255 159,810 36,554

連結貸借対照表計
上額が取得原価を
超えないもの 

(1）株式 82,055 77,850 △ 4,205 ― ― ―

(2) 債券   

① 国債・地方債等 ― ― ― ― ― ―

② 社債 ― ― ― ― ― ―

③ その他 ― ― ― 500,000 428,840 △71,160

(3）その他 ― ― ― ― ― ―

小計 82,055 77,850 △ 4,205 500,000 428,840 △71,160

合計 133,221 135,257 2,036 623,255 588,650 △34,605

種類 
前連結会計年度（平成17年３月20日） 当連結会計年度（平成18年３月20日）

連結貸借対照表計上額（千円） 連結貸借対照表計上額（千円） 

(1)その他有価証券 

非上場株式 119,692 61,637 

種類 

前連結会計年度（平成17年３月20日） 当連結会計年度（平成18年３月20日） 

１年以内 
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
（千円） 

10年超
（千円） 

１年以内
（千円） 

１年超５年
以内 
（千円） 

５年超10年
以内 
（千円） 

10年超 
（千円） 

１．債券    

(1)国債・地方債等 ― ― ― ― ― ― ― ―

(2)社債 10,000 ― ― ― ― ― ― ―

(3)その他 ― ― ― ― ― ― ― 500,000

２．その他 ― 41,089 ― ― ― ― ― ―

合計 10,000 41,089 ― ― ― ― ― 500,000



（デリバティブ取引関係） 

  

  

  次へ 

前連結会計年度
（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

１．取引の状況に関する事項 １．取引の状況に関する事項 

(1)取引の内容 (1)取引の内容 

 利用しているデリバティブ取引は為替予約でありま

す。 

同左 

(2)取引に対する取引方針 (2)取引に対する取引方針 

 デリバティブ取引は将来の為替の変動によるリスク

回避を目的としており、投機的な取引は行わない方針

であります。 

同左 

(3)取引の利用目的 (3)取引の利用目的 

 デリバティブ取引は、外貨建金銭債権債務の為替変

動リスクを回避し、安定的な利益の確保を図る目的で

利用しております。 

同左 

(4)取引に係るリスクの内容 (4)取引に係るリスクの内容 

 為替予約取引等は為替相場の変動によるリスクを有

しております。なお取引相手は高格付を有する金融機

関に限定しているため、信用リスクはほとんどないと

認識しております。 

同左 

(5)取引に係るリスク管理体制 (5)取引に係るリスク管理体制 

 デリバティブ取引の執行・管理については、取引権

限及び取引限度額等を定めた社内ルールに従い、資金

担当部門が決裁担当者の承認を得て行っております。 

同左 

    

２．取引の時価等に関する事項 ２．取引の時価等に関する事項 

 平成17年３月20日現在、取引残高はありません。  平成18年３月20日現在、取引残高はありません。 

 （注）「外貨建取引等会計処理基準」により、外貨

建金銭債権債務に振り当てたデリバティブ

取引は除いております。 

 （注）       同左 



（退職給付関係） 

１．採用している退職給付制度の概要 

 連結財務諸表提出会社は、確定給付型の制度として、厚生年金基金制度及び退職一時金制度を設けております。ま

た、従業員の退職等に際して割増退職金を支払う場合があります。 

 なお、連結財務諸表提出会社は、平成16年４月１日付で厚生年金基金制度から確定給付企業年金制度（基金型）へ移

行いたしました。 

  

２．退職給付債務及びその内訳 

  

３．退職給付費用の内訳 

  

４．退職給付債務等の計算の基礎に関する事項 

  

  
前連結会計年度

（平成17年３月20日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月20日） 

退職給付債務（千円） 2,398,406 2,434,654 

(1)年金資産（千円） 643,666 797,600 

(2)退職給付引当金（千円） 1,228,305 1,289,122 

(3)会計基準変更時差異の未処理額（千円） 52,201 ― 

(4)未認識数理計算上の差異（千円） 617,250 481,413 

(5)未認識過去勤務債務（債務の減額） 
（千円） 

△143,017 △133,483 

  
前連結会計年度

（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

退職給付費用（千円） 204,565 209,997 

(1)勤務費用（千円） 76,731 78,726 

(2)利息費用（千円） 58,426 59,960 

(3)期待運用収益（減算）（千円） △14,758 △16,091 

(4)会計基準変更時差異の費用処理額 
（千円） 

52,201 52,201 

(5)数理計算上の差異の費用処理額 
（千円） 

41,498 44,734 

(6)過去勤務債務の費用処理額（千円） △9,534 △9,534 

  
前連結会計年度

（平成17年３月20日） 
当連結会計年度 

（平成18年３月20日） 

(1)割引率（％） 2.5 2.5 

(2)期待運用収益率（％） 2.5 2.5 

(3)退職給付見込額の期間配分方法 期間定額基準 期間定額基準 

(4)数理計算上の差異の処理年数（年） 16 16 

(5)会計基準変更時差異の処理年数（年） 5 5 

(6)過去勤務債務の処理年数（年） 16 16 



（税効果会計関係） 

  

  

前連結会計年度
（平成17年３月20日） 

当連結会計年度
（平成18年３月20日） 

１．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １．繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 
  
繰延税金資産 （単位：千円）

未払賞与 64,698 

退職給付引当金 462,323 

役員退職慰労引当金 42,884 

その他 22,450 

繰延税金資産計 592,356 

繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額金 822 

繰延税金負債計 822 

繰延税金資産の純額 591,534 

繰延税金資産 （単位：千円）

未払賞与 71,921 

退職給付引当金 503,365 

役員退職慰労引当金 16,757 

その他 84,443 

繰延税金資産計 676,488 

繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額金 ― 

繰延税金負債計 ― 

繰延税金資産の純額 676,488 

（注）当連結会計年度における繰延税金資産の純額は連

結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

（注）当連結会計年度における繰延税金資産の純額は連

結貸借対照表の以下の項目に含まれております。 

  当連結会計年度 

（平成17年３月20日）

流動資産－繰延税金資産 79,412 

固定資産－繰延税金資産 512,121 

  当連結会計年度 

（平成18年３月20日）

流動資産－繰延税金資産 130,912 

固定資産－繰延税金資産 545,576 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の主な項目別の内訳 

２．法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の主な項目別の内訳 

  
 法定実効税率 40.4% 

 （調整）   

 交際費等の永久差異 1.0% 

 住民税等均等割額 1.0% 

 外形標準課税導入に伴う影響 2.8% 

 その他 1.4% 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.6% 

  
 法定実効税率 40.4% 

 （調整）   

 交際費等の永久差異 0.7% 

 住民税等均等割額 0.8% 

 平成16年度追徴税 1.5% 

 その他 △1.9% 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.5% 



（セグメント情報） 

【事業の種類別セグメント情報】 

 当社グループの事業区分は、情報関連製品・サービス事業の単一セグメントであるため、前連結会計年度（自平成16年３

月21日 至平成17年３月20日）及び当連結会計年度（自平成17年３月21日 至平成18年３月20日）とも事業の種類別セグメ

ント情報の記載を省略しております。 

  

【所在地別セグメント情報】 

 前連結会計年度（自平成16年３月21日 至平成17年３月20日）及び当連結会計年度（自平成17年３月21日 至平成18年３

月20日）において、全セグメントの売上高の合計及び全セグメントの資産の合計額に占める本邦の割合が、いずれも90％を

超えているため、所在地別セグメント情報の記載を省略しております。 

  

【海外売上高】 

前連結会計年度（自平成16年３月21日 至平成17年３月20日） 

  

当連結会計年度（自平成17年３月21日 至平成18年３月20日） 

 （注）１．国又は地域は地理的近接度により区分しております。 

２．各区分に属する主な国又は地域 

アジア………………台湾、中国、韓国、シンガポール 

北米…………………米国 

欧州…………………フランス、ベルギー、ドイツ、イタリア 

３．海外売上高は、当社及び連結子会社の本邦以外の国又は地域における売上高であります。 

  

  

  アジア 北米 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 1,882,330 422,713 279,748 2,584,792 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － 9,267,396 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に
占める割合（％） 

20.3 4.6 3.0 27.9 

  アジア 北米 欧州 計 

Ⅰ 海外売上高（千円） 2,365,108 265,640 252,488 2,883,237 

Ⅱ 連結売上高（千円） － － － 9,905,887 

Ⅲ 海外売上高の連結売上高に
占める割合（％） 

23.9 2.7 2.5 29.1 



【関連当事者との取引】 

前連結会計年度（自平成16年３月21日 至平成17年３月20日） 

 （注）１．上記の金額のうち、「預け金」以外の期末残高には消費税等が含まれており、「預け金」期末残高及び取引金額には消

費税等は含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針 

一般取引条件と同様に決定しております。 

  

当連結会計年度（自平成17年３月21日 至平成18年３月20日） 

 （注）１．上記の金額のうち、「預け金」以外の期末残高には消費税等が含まれており、「預け金」期末残高及び取引金額には消

費税等は含まれておりません。 

２．取引条件及び取引条件の決定方針 

一般取引条件と同様に決定しております。 

３．「関係内容・役員の兼務等」欄の（ ）内は親会社従業員の兼任で、内数であります。 

  

(1）親会社及び法人主要株主等 
（単位：千円）

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
被所有割合 

関係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高
役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 ㈱安川電機 
北九州市
八幡西区 

15,541,842

電気機械器
具の製造及
び販売、建
設工事の請
負その他の
付帯事業 

直接 59.3%
間接 1.2% 

兼任3人
転籍6人 

当社製
品の販
売及び
材料の
仕入 

製品の販売
等 

269,713 売掛金 105,820

出向者人件
費収入等 

19,010 未収金 5,536

原材料等の
購入 

77,883 
未払費
用他 

77,702

資金
の寄
託 

預入 7,631,094 
預け金 2,500,040

払出 6,631,060 

(1）親会社及び法人主要株主等 
（単位：千円）

属性 
会社等の名
称 

住所 
資本金又
は出資金 

事業の内容
又は職業 

議決権等の
被所有割合 

関係内容

取引の内容 取引金額 科目 期末残高
役員の
兼任等 

事業上
の関係 

親会社 ㈱安川電機 
北九州市
八幡西区 

15,858,696

電気機械器
具の製造及
び販売、建
設工事の請
負その他の
付帯事業 

直接 59.6%
間接 1.2% 

兼任2人
(2) 

転籍6人 

当社製
品の販
売及び
材料の
仕入 

製品の販売
等 

317,735 売掛金 92,297

出向者人件
費収入等 

21,456 未収金 5,923

原材料等の
購入 

94,454 
未払費
用他 

22,302

資金
の寄
託 

預入 6,132,798 

預け金 1,500,013払出 7,132,825 

補償金収入 25,006 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

     該当事項はありません。 

  

  

前連結会計年度
（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当連結会計年度
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

  

１株当たり純資産額 372円57銭

１株当たり当期純利益金額 ９円68銭

１株当たり純資産額 380円70銭 

１株当たり当期純利益金額 14円08銭 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前連結会計年度

（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当連結会計年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

当期純利益（千円） 193,479 280,184 

普通株主に帰属しない金額（千円） 7,500 10,000 

（うち利益処分による役員賞与金） （7,500） （10,000）

普通株主に係る当期純利益（千円） 185,979 270,184 

期中平均株式数（株） 19,215,216 19,183,809 



⑤【連結附属明細表】 

【社債明細表】 

 該当事項はありません。 

  

【借入金等明細表】 

 該当事項はありません。 

  

(2）【その他】 

 該当事項はありません。 

  

  



２【財務諸表等】 

(1）【財務諸表】 

①【貸借対照表】 

   
前事業年度

（平成17年３月20日） 
当事業年度 

（平成18年３月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

（資産の部）    

Ⅰ 流動資産    

１．現金及び預金   934,568 998,293 

２．預け金 ※1,6  2,500,040 1,500,013 

３．受取手形 ※７  789,362 394,355 

４．売掛金 ※６  4,323,754 4,729,941 

５．有価証券   10,020 － 

６．製品   305,433 508,896 

７．原材料   206,123 243,356 

８．仕掛品   124,058 290,796 

９．未収金   72,173 50,974 

10．繰延税金資産   76,633 125,527 

11．その他   2,105 8,977 

12．貸倒引当金   △1,030 △460 

流動資産合計   9,343,245 83.2 8,850,671 77.9

Ⅱ 固定資産    

１．有形固定資産 ※３   

(1) 建物   311,039 343,874 

(2) 構築物   319 2,083 

(3) 機械及び装置   38,281 36,652 

(4) 車輌   2,136 1,369 

(5) 工具   112,738 108,937 

(6) 器具及び備品   67,595 97,322 

(7) 土地   130,094 130,094 

(8) 建設仮勘定   1,367 11,760 

有形固定資産合計   663,572 5.9 732,094 6.5



  

   
前事業年度

（平成17年３月20日） 
当事業年度 

（平成18年３月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

２．無形固定資産    

(1) ソフトウェア   24,166 25,297 

(2) その他   950 701 

無形固定資産合計   25,117 0.2 25,999 0.2

３．投資その他の資産    

(1) 投資有価証券   148,680 612,092 

(2) 関係会社株式   177,297 209,242 

(3) 出資金   278,700 278,700 

(4) 従業員長期貸付金   843 281 

(5) 長期前払費用   80,593 101,972 

(6) 敷金・保証金   6,275 6,487 

(7) 繰延税金資産   512,121 540,763 

投資その他の資産合計   1,204,512 10.7 1,749,541 15.4

固定資産合計   1,893,202 16.8 2,507,634 22.1

資産合計   11,236,447 100.0 11,358,305 100.0

     

（負債の部）    

Ⅰ 流動負債    

１．支払手形   1,286,367 809,636 

２．買掛金   814,307 1,117,080 

３．未払金 ※２  38,929 35,838 

４．未払費用   473,339 495,741 

５．未払法人税等   58,956 238,608 

６．前受金   6,042 5,552 

７．預り金   390 986 

８．その他   20,950 22,142 

流動負債合計   2,699,284 24.0 2,725,586 24.0



  

  

   
前事業年度

（平成17年３月20日） 
当事業年度 

（平成18年３月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅱ 固定負債    

１．退職給付引当金   1,228,305 1,278,848 

２．役員退職慰労引当金   106,150 41,480 

固定負債合計   1,334,455 11.9 1,320,328 11.6

負債合計   4,033,739 35.9 4,045,915 35.6

     

（資本の部）    

Ⅰ 資本金 ※４  5,008,349 44.6 5,008,349 44.1

Ⅱ 資本剰余金    

１．資本準備金   522,343 522,343 

２．その他資本剰余金    

 (1) 自己株式処分差益   58 58 

資本剰余金合計   522,402 4.6 522,402 4.6

Ⅲ 利益剰余金    

１．利益準備金   45,760 56,160 

２．任意積立金    

(1) 別途積立金   1,400,000 1,400,000 

３．当期未処分利益   347,136 506,238 

利益剰余金合計   1,792,896 16.0 1,962,398 17.3

Ⅳ その他有価証券評価差額
金 

  1,213 0.0 △20,624 △0.2

Ⅴ 自己株式 ※５  △122,154 △1.1 △160,134 △1.4

資本合計   7,202,707 64.1 7,312,390 64.4

負債・資本合計   11,236,447 100.0 11,358,305 100.0

     



②【損益計算書】 

  

   
前事業年度

（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅰ 売上高   9,153,632 100.0 9,621,727 100.0

Ⅱ 売上原価    

１．製品期首たな卸高  328,078 305,433  

２．当期製品製造原価 ※３ 7,479,779 8,022,591  

合計  7,807,857 8,328,025  

３．他勘定振替高 ※１ 11,055 23,239  

４．製品期末たな卸高  305,433 7,491,368 81.8 508,896 7,795,889 81.0

売上総利益   1,662,263 18.2 1,825,838 19.0

Ⅲ 販売費及び一般管理費 ※2,3  1,249,916 13.7 1,323,018 13.8

営業利益   412,347 4.5 502,819 5.2

Ⅳ 営業外収益    

１．受取利息  606 1,059  

２．有価証券利息  － 5,506  

３．受取配当金  2,503 2,546  

４．販売権実施料収入  4,408 8,363  

５．配当金除斥益  1,474 －  

６．為替差益  － 7,524  

７．雑収益  4,248 13,241 0.2 720 25,720 0.3

Ⅴ 営業外費用    

１．支払利息  443 357  

２．海外営業税  4,210 －  

３．雑損失  373 5,027 0.1 356 713 0.0

経常利益   420,561 4.6 527,826 5.5

Ⅵ 特別利益    

１．貸倒引当金戻入額  1,970 －  

２．補償金収入 ※４ － 25,006  

３．その他  － 1,970 0.0 570 25,576 0.2

     



  

   
前事業年度

（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
百分比
（％） 

金額（千円） 
百分比
（％） 

Ⅶ 特別損失    

１．退職給付会計基準変更
時差異 

 52,201 52,201  

２．棚卸資産処分損  － 23,199  

３．支店閉鎖費用  － 10,029  

４．その他特別損失  1,060 53,262 0.6 404 85,835 0.9

税引前当期純利益   369,269 4.0 467,566 4.8

法人税、住民税及び事
業税 

 58,956 250,230  

過年度法人税、住民税
及び事業税追徴額 

 －   7,022  

法人税等調整額  112,383 171,340 1.8 △62,732 194,519 2.0

当期純利益   197,929 2.2 273,046 2.8

前期繰越利益   149,207 233,191 

当期未処分利益   347,136 506,238 

     



製造原価明細書 

  

脚注 

  

  

   
前事業年度

（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円）
構成比
（％） 

金額（千円） 
構成比
（％） 

Ⅰ 材料費  5,881,453 77.7 6,249,848 76.2 

Ⅱ 外注加工費  837 0.0 2,227 0.0 

Ⅲ 労務費 ※１ 1,018,656 13.5 1,081,240 13.2 

Ⅳ 経費 ※２ 667,649 8.8 863,719 10.5 

当期総製造費用  7,568,597 100.0 8,197,036 100.0 

仕掛品期首たな卸高  44,869 124,058 

合計  7,613,466 8,321,095 

他勘定振替高 ※３ 9,629 7,707 

仕掛品期末たな卸高  124,058 290,796 

当期製品製造原価  7,479,779 8,022,591 

前事業年度 
（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当事業年度
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

※１．このうち退職給付引当金繰入額は、93,057千円で

あります。 

※１．このうち退職給付引当金繰入額は、104,023千円

であります。 

※２．経費の内訳 ※２．経費の内訳 

経費のうち主なものは、次のとおりであります。 経費のうち主なものは、次のとおりであります。 
  

減価償却費 90,082千円

旅費交通費 85,951千円

間接外注費 80,553千円

業務委託料 66,333千円

修繕維持費 64,398千円

運賃諸掛 51,682千円

減価償却費 82,856千円

旅費交通費 102,248千円

間接外注費 197,555千円

業務委託料 102,684千円

修繕維持費 83,042千円

運賃諸掛 52,471千円

※３．他勘定への振替高は販売費及び一般管理費、及び

経費へ振替えたものであります。 

※３．         同左 

 ４．原価計算の方法  ４．         同左 

 原価計算の方法は、ロット別個別原価計算の方法

を採用しております。原材料の受払い及び経費の配

賦額は予定額で行い実際原価との差額は原価差額と

し、期末に法人税法の原価差額調整計算を行ってお

ります。 

  



③【利益処分計算書】 

  

  

  次へ 

   
前事業年度

（株主総会承認日 
平成17年６月14日） 

当事業年度 
（株主総会承認日 
平成18年６月14日） 

区分 
注記
番号 

金額（千円） 金額（千円） 

Ⅰ 当期未処分利益  347,136 506,238 

Ⅱ 利益処分額  

１．利益準備金  10,400 12,500

２．配当金  96,045 114,606

３．役員賞与金  7,500 10,000

（うち監査役賞与金）  （1,100） 113,945 （1,100） 137,106 

Ⅲ 次期繰越利益  233,191 369,132 

   



重要な会計方針 

項目 
前事業年度

（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

１．有価証券の評価基準及び

評価方法 

(1)子会社株式及び関連会社株式 (1)子会社株式及び関連会社株式 

移動平均法による原価法 同左 

  (2)その他有価証券 (2)その他有価証券 

  時価のあるもの…決算日の市場価格

等に基づく時価法（評価差額は全部

資本直入法により処理し売却原価は

移動平均法により算定） 

同左 

  時価のないもの…移動平均法による

原価法 

  

２．デリバティブの評価基準

及び評価方法 

 時価法 同左 

３．たな卸資産の評価基準及

び評価方法 

製品・原材料…先入先出法による原価法 同左 

仕掛品…個別法による原価法   

４．固定資産の減価償却の方

法 

(1)有形固定資産 (1)有形固定資産 

 建物（建物附属設備を除く）は定額

法、建物以外は定率法 

同左 

   なお、主な耐用年数は以下のとおり

であります。 

  

  建物……………８～24年   

  機械及び装置………11年   

  工具……………２～11年   

  器具及び備品…３～20年   

  (2)無形固定資産 (2)無形固定資産 

   定額法。なお、自社利用のソフトウ

ェアについては、社内における利用可

能期間（５年）に基づく定額法 

同左 

５．外貨建の資産又は負債の

本邦通貨への換算基準 

 外貨建金銭債権債務は、期末日の直物

為替相場により円貨に換算し、換算差額

は損益として処理しております。ただ

し、為替予約の振当処理の対象になって

いる外貨建金銭債権債務については、当

該為替予約相場により円貨に換算してお

ります。 

同左 



  

項目 
前事業年度

（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

６．引当金の計上基準 (1)貸倒引当金…債権の貸倒れによる損

失に備えるため、一般債権について

は貸倒実績率により、貸倒懸念債権

等特定の債権については個別に回収

可能性を勘案し、回収不能見込額を

計上しております。 

(1)貸倒引当金… 

同左 

  (2)退職給付引当金…従業員の退職給付

に備えるため、期末における退職給

付債務及び年金資産の見込額に基づ

き計上しております。 

(2)退職給付引当金… 

同左 

   なお、会計基準変更時差異について

は、５年による按分額を費用処理して

おります。 

 退職金規定改定による過去勤務債務

は、発生時における従業員の平均残存

勤務期間（16年）による定額法により

按分した額を費用処理することとして

おります。 

 数理計算上の差異は、その発生時に

おける従業員の平均残存勤務期間（16

年）による定額法により翌期から費用

処理することとしております。 

  

  (3)役員退職慰労引当金…役員の退職慰

労金の支出に備えるため、内規に基

づく退職慰労金期末要支給額の

100％を計上しております。 

(3)役員退職慰労引当金… 

同左 

７．ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 (1)ヘッジ会計の方法 

  為替変動リスクのヘッジについて振

当処理の要件を充たしている場合には

振当処理によっております。 

同左 

  (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 (2)ヘッジ手段とヘッジ対象 

  当連結会計年度にヘッジ会計を適用

したヘッジ対象とヘッジ手段は以下の

とおりであります。 

 ヘッジ手段---為替予約 

ヘッジ対象---外貨建金銭債権債務 

同左 

  (3)ヘッジ方針 (3)ヘッジ方針 

  主に当社内規に基づき、為替変動リ

スクをヘッジしております。 

同左 



  

表示方法の変更 

  

  

  次へ 

項目 
前事業年度

（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

  (4）ヘッジ有効性評価の方法 (4）ヘッジ有効性評価の方法 

  ヘッジ対象の為替変動又はキャッシ

ュ・フロー変動の累計とヘッジ手段の

為替相場変動又はキャッシュ・フロー

変動の累計を比較し、その変動額の比

率によって有効性を評価しておりま

す。 

同左 

８．その他財務諸表作成のた

めの基本となる重要な事

項 

(1）消費税等の会計処理 (1）消費税等の会計処理 

 税抜方式によって処理しておりま

す。 

同左 

前事業年度 
（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当事業年度
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

（貸借対照表） （損益計算書） 

１．前期まで流動資産の「その他」に含めて表示してお

りました「前受金」は、重要性が増したため区分掲記

しました。なお、前期における「前受金」の金額は

1,237千円であります。 

  

１．前期において区分掲記していた特別利益の「貸倒引

当金戻入額」は、特別利益の総額の100分の10以下とな

ったため特別利益の「その他」に含めて表示すること

としました。なお、当期における「貸倒引当金戻入

額」の金額は570千円であります。 

（損益計算書）   

１．前期まで営業外収益の「雑収益」に含めて表示して

おりました「配当金除斥益」は、営業外収益の総額の

100分の10を超えたため区分掲記しました。なお、前

期における「配当金除斥益」の金額は1,074千円であ

ります。 

  

  

２．前期まで営業外費用の「雑損失」に含めて表示して

おりました「海外営業税」は、営業外費用の総額の

100分の10を超えたため区分掲記しました。なお、前

期における「海外営業税」の金額は389千円でありま

す。 

  

  

３．前期において区分掲記していた「固定資産処分損」

は、特別損失の総額の100分の10以下となったため特別

損失の「その他」に含めて表示することとしました。

なお、当期における「固定資産処分損」の金額は352千

円であります。 

  



注記事項 

（貸借対照表関係） 

  

前事業年度 
（平成17年３月20日） 

当事業年度
（平成18年３月20日） 

※１ 預け金は、金融機関以外に対する資金の寄託であ

ります。 

※１          同左 

※２ 未払消費税等は未払金に含めて表示しておりま

す。 

※２          同左 

※３ 有形固定資産の減価償却累計額は2,677,943千円

であります。 

※３ 有形固定資産の減価償却累計額は2,752,130千円

であります。 

※４ 授権株式数及び発行済株式総数 ※４ 授権株式数及び発行済株式総数 
  
授権株式数 普通株式 36,000,000株

発行済株式総数 普通株式 19,730,959株

授権株式数 普通株式 36,000,000株

発行済株式総数 普通株式 19,730,959株

※５ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

521,869株であります。 

※５ 当社が保有する自己株式の数は、普通株式

629,949株であります。 

※６ 関係会社項目 ※６ 関係会社項目 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 

 関係会社に対する資産及び負債には区分掲記され

たもののほか次のものがあります。 

  （流動資産）   （流動資産） 
  
預け金 2,500,040千円

売掛金 200,069千円

預け金 1,500,013千円

売掛金 180,569千円

※７ 期末日満期手形 ※７        ────── 

   期末日満期手形の会計処理については、手形交換

日をもって決済処理しております。なお、当期末日

が金融機関の休日であったため、次の期末日満期手

形が期末残高に含まれております。 

  

  
受取手形 22,625千円

８．配当制限 ８．        ────── 

   商法施行規則第124条第３号に規定する資産に時

価を付したことにより増加した純資産額は1,213千

円であります。 

  



（損益計算書関係） 

  

  

  次へ 

前事業年度 
（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当事業年度
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

※１ 他勘定振替高は建設仮勘定、販売費及び一般管理

費等へ振替えたものであります。 

※１          同左 

※２(1)販売費及び一般管理費のうち主要なものは次の

とおりであります。 

※２(1)販売費及び一般管理費のうち主要なものは次の

とおりであります。 
  

減価償却費 2,928千円

退職給付引当金繰入額 59,306千円

役員退職慰労引当金繰入額 37,125千円

役員・従業員給与手当 358,774千円

運賃諸掛 257,736千円

技術提携費 196,640千円

減価償却費 2,859千円

退職給付引当金繰入額 52,402千円

役員退職慰労引当金繰入額 12,830千円

役員・従業員給与手当 385,446千円

運賃諸掛 288,997千円

技術提携費 199,896千円

(2)販売費及び一般管理費のうち販売費の割合は約

73％であります。 

(2)販売費及び一般管理費のうち販売費の割合は約

72％であります。 

※３ 研究開発費の総額 ※３ 研究開発費の総額 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

一般管理費及び当期製造費用に含まれる研究開発

費 

628,283千円 682,574千円 

※４        ────── ※４ 関係会社との取引に係るものが次のとおり含まれ

ております。 

    （特別利益） 
  

補償金収入 25,006千円



（有価証券関係） 

前事業年度（自平成16年３月21日 至平成17年３月20日）及び当事業年度（自平成17年３月21日 至平成18年３月20日）に

おける子会社株式及び関連会社株式で時価のあるものはありません。 

  

（税効果会計関係） 

  

前事業年度 
（平成17年３月20日） 

当事業年度
（平成18年３月20日） 

１ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 １ 繰延税金資産の発生の主な原因別の内訳 
  
繰延税金資産 （単位：千円）

未払賞与 64,698 

退職給付引当金 462,323 

役員退職慰労引当金 42,884 

その他 19,671 

繰延税金資産計 589,577 

繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額金 822 

繰延税金負債計 822 

繰延税金資産の純額 588,754 

繰延税金資産 （単位：千円）

未払賞与 70,673 

退職給付引当金 499,698 

役員退職慰労引当金 16,757 

その他 65,180 

繰延税金資産計 652,310 

繰延税金負債   

 その他有価証券評価差額金 △13,980 

繰延税金負債計 △13,980 

繰延税金資産の純額 666,291 

（注）当事業年度における繰延税金資産の純額は貸借対

照表の以下の項目に含まれております。 

（注）当事業年度における繰延税金資産の純額は貸借対

照表の以下の項目に含まれております。 
  

  当事業年度 

（平成17年３月20日）

流動資産－繰延税金資産 76,633 

固定資産－繰延税金資産 512,121 

  当事業年度 

（平成18年３月20日）

流動資産－繰延税金資産 125,527 

固定資産－繰延税金資産 540,763 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の主な項目別の内訳 

２ 法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担

率との間の差異の主な項目別の内訳 
  

  

法定実効税率 40.4% 

（調整）   

交際費等の永久差異 1.0% 

住民税等均等割額 1.0% 

外形標準課税導入に伴う影響 2.8% 

その他 1.2% 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 46.4% 

法定実効税率 40.4% 

（調整）   

交際費等の永久差異 0.7% 

住民税等均等割額 0.8% 

外形標準課税導入に伴う影響 － 

平成16年度追徴税 1.5% 

その他 △1.8% 

税効果会計適用後の法人税等の負担率 41.6% 



（１株当たり情報） 

 （注）１株当たり当期純利益金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。 

  

（重要な後発事象） 

     該当事項はありません。 

  

  

前事業年度 
（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当事業年度
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

  

１株当たり純資産額 374円57銭

１株当たり当期純利益金額 ９円91銭

１株当たり純資産額 382円30銭 

１株当たり当期純利益金額 13円71銭 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益金額につ

いては、潜在株式が存在しないため記載しておりませ

ん。 

  
前事業年度

（自 平成16年３月21日 
至 平成17年３月20日） 

当事業年度 
（自 平成17年３月21日 
至 平成18年３月20日） 

当期純利益（千円） 197,929 273,046 

普通株主に帰属しない金額（千円） 7,500 10,000 

（うち利益処分による役員賞与金） （7,500） （10,000） 

普通株主に係る当期純利益（千円） 190,429 263,046 

期中平均株式数（株） 19,215,216 19,183,809 



④【附属明細表】 

【有価証券明細表】 

【株式】 

  

【債券】 

  

【その他】 

  

  

銘柄 株式数（株）
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

サンワテクノス㈱ 5,500 6,589 

東京電力㈱ 30,000 93,300 

飯能ゴルフクラブ会員権 2 20,542 

インターナショナルアロイ㈱ 5,000 2,500 

財形住宅金融㈱ 2 400 

小計 40,504 123,331 

計 40,504 123,331 

銘柄 券面総額（千円）
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

ビー・エヌ・ピー・パリバ ユーロ円
債 

200,000 175,700 

SGAソシエテ・ジェネラル・アクセプ
タンス ユーロ円債 

300,000 253,140 

小計 500,000 428,840 

計 500,000 428,840 

種類及び銘柄 投資口数等（口）
貸借対照表計上額 
（千円） 

投資有価証
券 

その他有
価証券 

野村アセット・マネジメント㈱

業種別インデックスファンド(石油・
非鉄関連) 

26,884,349 18,055 

業種別インデックスファンド(金融・
保険) 

26,993,058 19,586 

業種別インデックスファンド(不動産
関係) 

32,472,588 22,279 

小計 86,349,995 59,921 

計 86,349,995 59,921 



【有形固定資産等明細表】 

 （注） 無形固定資産の金額が資産の総額の１％以下であるため「前期末残高」、「当期増加額」及び「当期減少額」の記載を省

略しております。 

  

資産の種類 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額 
（千円） 

当期減少額
（千円） 

当期末残高
（千円） 

当期末減価償
却累計額又は
償却累計額 
(千円) 

当期償却額 
（千円） 

差引当期末残
高（千円） 

有形固定資産   

建物 889,632 51,790 － 941,423 597,549 18,956 343,874

構築物 349 2,039 － 2,388 305 275 2,083

機械及び装置 469,054 1,990 － 471,044 434,391 3,618 36,652

車輌 10,917 － － 10,917 9,547 766 1,369

工具 1,331,451 23,555 1,355 1,353,651 1,244,713 26,001 108,937

器具及び備品 508,649 56,016 1,721 562,944 465,621 25,831 97,322

土地 130,094 － － 130,094 － － 130,094

建設仮勘定 1,367 159,635 149,243 11,760 － － 11,760

有形固定資産計 3,341,516 295,027 152,319 3,484,224  2,752,130 75,451 732,094

無形固定資産   

ソフトウェア － － － 104,895 79,598 11,757 25,297

その他 － － － 9,622 8,920 249 701

無形固定資産計 － － － 114,518 88,519 12,006 25,999

長期前払費用 114,990 52,816 － 167,806 65,833 31,437 101,972



【資本金等明細表】 

 （注）１．期末日現在における自己株式数は629,949株であります。 

２．利益準備金の当期増加額は、前期決算の利益処分に伴う積み立てによるものであります。 

  

【引当金明細表】 

 （注） 貸倒引当金の「当期減少額（その他）」は、一般債権の貸倒実績率による洗替額であります。 

  

  

区分 前期末残高 当期増加額 当期減少額 当期末残高

資本金（千円） 5,008,349 － － 5,008,349

資本金のうち
既発行株式 

普通株式（注）１ （株） （19,730,959） （－） （－）（19,730,959）

普通株式 （千円） 5,008,349 － － 5,008,349

計 （株） （19,730,959） （－） （－）（19,730,959）

計 （千円） 5,008,349 － － 5,008,349

資本準備金及
びその他資本
剰余金 

（資本準備金）    

株式払込剰余金 （千円） 522,343 － － 522,343

（その他資本剰余金）    

自己株式処分差益 （千円） 58 － － 58

計 （千円） 522,402 － － 522,402

利益準備金及
び任意積立金 

（利益準備金） 
（注）２ 

（千円） 45,760 10,400 － 56,160

（任意積立金）    

別途積立金 （千円） 1,400,000 － － 1,400,000

計 （千円） 1,445,760 10,400 － 1,456,160

区分 
前期末残高 
（千円） 

当期増加額
（千円） 

当期減少額
（目的使用） 
（千円） 

当期減少額
（その他） 
（千円） 

当期末残高 
（千円） 

貸倒引当金 1,030 460 － 1,030 460

役員退職慰労引当金 106,150 12,830 77,500 － 41,480



(2）【主な資産及び負債の内容】 

① 現金及び預金 

  

② 預け金 

  

③ 受取手形 

(イ)相手先別内訳 

  

区分 金額（千円）

現金 3,387 

預金 

当座預金 325,291 

普通預金 94,344 

通知預金 30,000 

定期預金 150,197 

外貨預金 384,355 

別段預金 10,715 

小計 994,905 

合計 998,293 

相手先 金額（千円）

㈱安川電機 1,500,013 

合計 1,500,013 

相手先 金額（千円）

㈱バッファロー 164,994 

サンワテクノス㈱ 63,220 

凸版印刷㈱ 42,592 

㈱アイ・オー・データ機器 32,035 

中央工機産業㈱ 29,586 

その他 61,925 

合計 394,355 



(ロ)期日別内訳 

  

④ 売掛金 

(イ)相手先別内訳 

  

(ロ）売掛金の発生及び回収並びに滞留状況 

 （注） 当期発生高には、消費税等が含まれております。 

  

⑤ 製品 

  

期日別 金額（千円）

平成18年４月 91,879 

５月 126,413 

６月 94,796 

７月 75,342 

８月 5,922 

合計 394,355 

相手先 金額（千円）

東レエンジニアリング㈱ 1,713,975 

富士通㈱ 589,284 

大日本印刷㈱ 440,526 

凸版印刷㈱ 202,675 

TEAC ELECTRONICS(MALAYSIA)SDN.BHD 147,398 

その他 1,636,081 

合計 4,729,941 

前期繰越高 
（千円） 

当期発生高 
（千円） 

当期回収高 
（千円） 

次期繰越高
（千円） 

回収率（％） 滞留期間（日）

(A) (B) (C) (D)
(C) 

───── 
(A) ＋ (B) 

× 100 

(A) ＋ (D) 
───── 
２ 

────── 
(B) 

───── 
365 

4,323,754 9,950,481   9,544,294 4,729,941 66.8 166 

品名 金額（千円）

マルチメディア機器 429,403 

マーキングシステム 34,583 

その他 44,909 

合計 508,896 



⑥ 原材料 

  

⑦ 仕掛品 

  

⑧ 支払手形 

(イ)相手先別内訳 

  

(ロ)期日別内訳 

  

品名 金額（千円）

マルチメディア機器 93,846 

マーキングシステム 127,810 

その他 21,699 

合計 243,356 

品名 金額（千円）

マルチメディア機器 6,883 

マーキングシステム 263,866 

その他 20,046 

合計 290,796 

相手先 金額（千円）

ハリソン東芝ライティング㈱ 85,777 

㈱メイコー 85,267 

東レエンジニアリング㈱ 82,755 

スペクトラフィジックス㈱ 74,812 

㈱清光社 68,569 

その他 412,454 

合計 809,636 

期日別 金額（千円）

平成18年４月 252,663 

５月 155,783 

６月 194,600 

７月 193,134 

８月 － 

９月 13,454 

合計 809,636 



⑨ 買掛金 

  

⑩ 未払費用 

  

⑪ 退職給付引当金 

  

(3）【その他】 

該当事項はありません。 

  

相手先 金額（千円）

三洋精密㈱ 684,849 

㈱メイコー 85,452 

中島オールプリシジョン㈱ 36,121 

常陽機械㈱ 31,070 

TOMEN ELECTRONICS CORP. 28,664 

その他 250,921 

合計 1,117,080 

項目名 金額（千円）

賞与 174,934 

労務費 75,648 

間接外注費 45,364 

運賃諸掛 39,172 

技術提携費 31,958 

その他 128,664 

合計 495,741 

項目名 金額（千円）

退職給付引当金 1,278,848 

合計 1,278,848 



第６【提出会社の株式事務の概要】 

  

 （注）平成18年６月14日開催の定時株主総会の決議により定款が変更され、会社の公告はつぎのとおりとなりました。当会社の公

告方法は、電子公告とする。ただし、事故その他やむを得ない事由によって電子公告による公告をすることができない場合

は、日本経済新聞に掲載して行う。 

  

決算期 ３月20日 

定時株主総会 決算期の翌日から３か月以内

基準日 ３月20日 

株券の種類 1,000株券及び10,000株券

中間配当基準日 ９月20日 

１単元の株式数 1,000株 

株式の名義書換え  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店および全国各支店 

名義書換手数料 無料 

新券交付手数料 
１枚につき50円
但し、新券にかかる印紙税は、株主負担 

株券喪失登録に伴う手数料 
１ 喪失登録   １件につき10,000円
２ 喪失登録株券 １枚につき500円 

単元未満株式の買取り・買増し  

取扱場所 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 証券代行部 

株主名簿管理人 
東京都中央区八重洲一丁目２番１号
 みずほ信託銀行株式会社 

取次所 
みずほ信託銀行株式会社 全国各支店
みずほインベスターズ証券株式会社 本店および全国各支店 

買取り・買増し手数料 無料 

公告掲載方法 日本経済新聞に掲載して行う。

株主に対する特典 なし 



第７【提出会社の参考情報】 

  

１【提出会社の親会社等の情報】 

 当社の親会社等である株式会社安川電機は、継続開示会社であり、東京証券取引所に上場しております。 

  

２【その他の参考情報】 

 当事業年度の開始日から有価証券報告書提出日までの間に、つぎの書類を提出しております。 

(1)有価証券報告書及びその添付書類 

事業年度（第32期）（自 平成16年３月21日 至 平成17年３月20日）平成17年６月15日関東財務局長に提出 

(2)半期報告書 

（第33期中）（自 平成17年３月21日 至 平成17年９月20日）平成17年12月２日関東財務局長に提出 

(3)自己株券買付状況報告書 

報告期間（自 平成17年８月１日 至 平成17年８月31日）平成17年９月12日関東財務局長に提出 

     報告期間（自 平成17年９月１日 至 平成17年９月30日）平成17年10月５日関東財務局長に提出 

    報告期間（自 平成17年10月１日 至 平成17年10月31日）平成17年11月２日関東財務局長に提出 

    報告期間（自 平成17年11月１日 至 平成17年11月30日）平成17年12月５日関東財務局長に提出 

    報告期間（自 平成17年12月１日 至 平成17年12月31日）平成18年３月２日関東財務局長に提出 

    報告期間（自 平成18年１月１日 至 平成18年１月31日）平成18年３月３日関東財務局長に提出 

    報告期間（自 平成18年２月１日 至 平成18年２月28日）平成18年３月３日関東財務局長に提出 

    報告期間（自 平成18年３月１日 至 平成18年３月31日）平成18年４月３日関東財務局長に提出 

    報告期間（自 平成18年４月１日 至 平成18年４月30日）平成18年５月12日関東財務局長に提出 

    報告期間（自 平成18年５月１日 至 平成18年５月31日）平成18年６月５日関東財務局長に提出 



第二部【提出会社の保証会社等の情報】 

  

 該当事項はありません。 

  

  



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成１７年６月１４日

株式会社 ワイ・イー・データ     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 髙尾 幸治   印 

  
代表社員 

関与社員 

  
  
公認会計士 喜多村 教證  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ワイ・イー・データの平成１６年３月２１日から平成１７年３月２０日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属

明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ワイ・イー・データ及び連結子会社の平成１７年３月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。 

  

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成１８年６月１４日

株式会社 ワイ・イー・データ     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 髙尾 幸治   印 

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 喜多村 教證  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ワイ・イー・データの平成１７年３月２１日から平成１８年３月２０日までの連結会計年度の連結財務諸

表、すなわち、連結貸借対照表、連結損益計算書、連結剰余金計算書、連結キャッシュ・フロー計算書及び連結附属

明細表について監査を行った。この連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から連

結財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に連結財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試

査を基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も

含め全体としての連結財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のた

めの合理的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、

株式会社ワイ・イー・データ及び連結子会社の平成１８年３月２０日現在の財政状態並びに同日をもって終了する連

結会計年度の経営成績及びキャッシュ・フローの状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認め

る。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が連結財務諸表に添付する

形で別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成１７年６月１４日

株式会社 ワイ・イー・データ     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
代表社員 

関与社員 
  公認会計士 髙尾 幸治   印 

  
代表社員 

関与社員 

  
  
公認会計士 喜多村 教證  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ワイ・イー・データの平成１６年３月２１日から平成１７年３月２０日までの第３２期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ワイ・イー・データの平成１７年３月２０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

  

 会社と当監査法人又は関与社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 



  

  

  

  

  

  

  

  

  

  

独立監査人の監査報告書 

    平成１８年６月１４日

株式会社 ワイ・イー・データ     

  取締役会 御中   

  新日本監査法人   

  
指定社員 

業務執行社員
  公認会計士 髙尾 幸治   印 

  
指定社員 

業務執行社員

  
  
公認会計士 喜多村 教證  印 

 当監査法人は、証券取引法第１９３条の２の規定に基づく監査証明を行うため、「経理の状況」に掲げられている

株式会社ワイ・イー・データの平成１７年３月２１日から平成１８年３月２０日までの第３３期事業年度の財務諸

表、すなわち、貸借対照表、損益計算書、利益処分計算書及び附属明細表について監査を行った。この財務諸表の作

成責任は経営者にあり、当監査法人の責任は独立の立場から財務諸表に対する意見を表明することにある。 

 当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、

当監査法人に財務諸表に重要な虚偽の表示がないかどうかの合理的な保証を得ることを求めている。監査は、試査を

基礎として行われ、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め

全体としての財務諸表の表示を検討することを含んでいる。当監査法人は、監査の結果として意見表明のための合理

的な基礎を得たと判断している。 

 当監査法人は、上記の財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して、株式

会社ワイ・イー・データの平成１８年３月２０日現在の財政状態及び同日をもって終了する事業年度の経営成績をす

べての重要な点において適正に表示しているものと認める。 

 会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。 

以  上 

 上記は、監査報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社が財務諸表に添付する形で

別途保管しております。 
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